
［巻頭言］

コロナ禍の後のオフィスや住まいについて

海堀安喜
三井不動産株式会社専務執行役員

公益財団法人日本住宅総合センター理事

この⚕月⚘日から、新型コロナウイルスの感染法上の扱いが、インフルエ
ンザと同じになった。⚓年⚓か月に及んだWHOの「緊急事態」も終了した。
米欧を中心にコロナ危機からの回復が進み、訪日外国人観光客は2019年水
準まで戻ると見込まれ、今年の GWの観光地は、国内外の観光客で以前の
活気が戻ってきた。また、顔を合わせたコミュニケーションの重要性も再認
識され、テレワーク利用率は減り、オフィスの人出も戻りつつある。

D&I（ダイバーシティ＆インクルージョン）やワークライフバランスの推
進が求められるなか、コロナ禍を経て、職場や住宅についての価値観も大き
く変化してきた。
バブル崩壊後の失われた30年で、日本の国際競争力が大きく低下したと言
われる今、GX（グリーントランスフォーメーション）、DX（デジタルトラ
ンスフォーメーション）をはじめとする新たな取組や海外を視野に入れた事
業展開などを、より活性化し、より円滑かつ効率的に進めていくことが喫緊
の課題である。その際、産・学・官の連携強化により、働き方改革やイノベ
ーションへの取組について、ソフト・ハードの両面での支援を推し進めてい
くことが求められている。
また、人々の住まいも、職住近接や生活の利便性から都心居住を志向する
人、またより広い住宅を求めて郊外居住を志向する人、さらには地方創生を
率先するために二地域居住や移住を志向する人など、将来に向けたさまざま
なかたちが模索されており、これらの場を提供する側も、新規供給から既存
ストックの活用まで多様な手法を活用して、ニーズに応えていくことが求め
られている。
これから、これらの取組を進めるうえで注意しなければならないことは、
コロナによって人口減少や少子高齢化などの状況がさらに加速してしまった
点である。これらの場を提供する側も、相当のスピード感を持って進めてい
かなければ、手遅れになりかねない。
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人口減少下の国土のビジョン

中川雅之

はじめに

私たちが暮らしている都市の骨格は、高い経

済成長率、人口増加率に特徴づけられる高度成

長期と呼ばれる時代に作られた。しかし、日本

はすでに人口減少期に入っており、2020年に⚑
億2614万人だった人口は、2056年には⚑億人を
割り込むことが予想されている。そのようなな

かで、私たちはインフラや大量の住宅の老朽化、

遊休化に直面している。

また、「人がいなくなる」、「住宅が滅失する」、

「公共施設やインフラが破損する」変化をもた

らすものとして、真っ先に頭に浮かぶのは災害

ではないだろうか。2011年⚓月11日に起きた東
日本大震災は、東北地方の広い範囲の都市・地

域に壊滅的な打撃を与えた。その結果、多くの

地域の人口減少が加速したが、仙台市をはじめ

とする大都市への集積も進んだ。集積の経済を

実現できる地域とできない地域の分化が、震災

によって促進されたと言えよう。人口が減少す

るなか、生産性や良好な生活の基盤となる行政

サービスの効率性を上げるうえで、当然に求め

られることが起きていると言えるのかもしれな

い。

人口減少、少子高齢化、公共施設や住宅の老

朽化などに、うまく対応するためにはどのよう

な社会の仕組みを備えることが必要かを考えて

みよう。東日本大震災のような災害は、「何の

予告もなく」、「突然」、その地域の人口や施設

を失わせる。しかし、私たちがいま直面してい

る「人口減少」などの変化は、緩やかに進むた

め、一定の準備をもってすれば、それに十分備

えることができるはずである。しかし、緩やか

に進むために「何とかなる」という社会の雰囲

気のなか、できるはずの準備をすることなく深

刻な事態を招いてしまうかもしれない。

現在、まちづくり、社会資本整備に関連する

政策として、東京一極集中是正、コンパクトシ

ティ、スマートシティ、災害対策、空き家対策、

老朽マンション対策など、広範な政策が実施さ

れている。これら個々の政策自体は、重要な背

景と意味を持つものが多いと思われるが、総体

として整合的な政策が講じられているのだろう

か。

人口減少下でも豊かな生活を享受するために

は、高い生産性の保持と、イノベーションによ

る創造が行なわれ続ける必要がある。経済学は、

集積の経済を発揮することのできる都市という

環境が、生産性の確保のためには必須だと考え

る。

異次元の少子化対策によって出生率が「今」

上がったとしても、30年後には⚑億人を割るだ
ろうとされている人口減少を「今」止めること

はできない。人口減少は労働投入量の低下を意

味するから、日本の生産力にネガティブな影響

を与えるだろう。しかし、集積を促進すること

は可能なのではないか。そのような意味で、東

京一極集中の是正という名のもとに行なわれる

施策については、筆者は非常に懐疑的である。

逆に、コンパクトシティ政策は困難であろうと

も実現しなければならない施策だと考えている。

しかし、日本全体の集積を高めるためには、
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今人が住んでいて、生産活動が行なわれている

地域を再編しなければならない。それはすぐに

可能なものでも、その地域の人が感じる痛みを

放っておいていいものでもないだろう。この日

本の集積を高める過程で発生する痛みやコスト

を低下させる政策として、空き家対策、スマー

トシティ、高齢者へのサービス提供体制の整備

などが行なわれる必要があろう。

このような全体のストーリーを具体的に表現

する空間計画は、今の日本には存在しない。か

つて経済成長率が高く、人口増加率も高い時代

に、国土総合開発計画という大きなストーリー

の共有を行なう手段が存在した。政治的な合意

が極めて困難なものだとしても、人口減少が行

きついた先の国土のイメージを共有しない限り、

緩やかな災害としての人口減少に私たちは飲み

込まれてしまうことにはならないだろうか。そ

のような意味から本稿では国土計画という大き

なストーリーづくりについて議論をしたい。

1 国土計画に関する振り返り

全国を対象とする空間計画として、国土形成

計画法に基づいて新しい国土形成計画が現在検

討されている。2005年以前には、国土総合開発
法に基づき、全国総合開発計画が策定されてい

た。本稿では両者を合わせて国土計画と呼ぶ。

国土総合開発計画においては、おおむね以下が

記述されていた。

ⅰ 目標とそれを具体的に記述した地域別人口

配分などのフレーム

ⅱ それを達成する社会資本整備に関する方針

ⅲ 具体的な大規模公共プロジェクトに関する

方針

ⅳ 具体的な大規模民間プロジェクトに関する

方針

ⅴ 民間活動支援の方針

ただし、人口配分などのフレームは第⚔次全
国総合開発計画までしか提示されていない。そ

こで、まず第⚔次全国総合開発計画までの概要
を以下にまとめる。

全国総合開発計画（1962年。目標年次：1970年）
「地域間の均衡ある発展」を目標に、拠点開

発方式（目標達成のため工業の分散を図るこ

とが必要であり、東京都の既成大集積と関連

させつつ開発拠点を配置し、交通通信施設に

よりこれを有機的に連絡させ相互に影響させ

ると同時に、周辺地域の特性を生かしながら

連鎖反応的に開発をすすめ、地域間の均衡あ

る発展を実現する）を採用
新全国総合開発計画（1969年。目標年次：1985年）
「豊かな環境の創造」を目標に、大規模開発

プロジェクト構想（新幹線、高速道路等のネ

ットワークを整備し、大規模プロジェクトを

推進することにより、国土利用の偏在を是正

し、過密過疎、地域格差を解消する）を採用。
第三次全国総合開発計画（1977年。目標年次：
1987年）
「人間居住の総合的環境の整備」を目標に、定

住構想（大都市への人口と産業の集中を抑制

する一方、地方を振興し、過密過疎問題に対

処しながら、全国土の利用の均衡を図りつつ

人間居住の総合的環境の形成を図る）を採用。
第四次全国総合開発計画（1987年。目標年次：
2000年）
「多極分散型国土の形成」を目標に、交流ネ

ットワーク構想（多極分散型国土を構築する

ため、①地域の特性を生かしつつ、創意と工
夫により地域整備を推進、②基幹的交通、情
報・通信体系の整備を、国自らあるいは国の

先導的な指針に基づき全国にわたって推進、

③多様な交流の機会を国、地方、民間諸団体
の連携により形成）を採用。
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一方、国土総合開発法による最後の計画とな

る21世紀国土のグランドデザイン（1998年。目
標年次：2010～2015年）では、人口フレームの
ような具体的なビジョンは提示されていない。

「多軸型国土構造形成の基礎づくり」を目標に、

参加と連携に基づく⚔つの戦略（①多自然居住
地域（小都市、農山漁村、中山間地域等）の創

造、②大都市のリノベーション（大都市空間の
修復、更新、有効活用）、③地域連携軸（軸状
に連なる地域連携のまとまり）の展開、④広域
国際連携交流圏（世界的な交流機能を有する圏

域の形成）が採用されている。

2005年に国土形成計画法への改正を経て、以
下の二つの計画が策定されている。
国土形成計画（2008年。目標年次：2018年）
「多様な広域ブロックが自立的に発展する国

土の構築、美しく、暮らしやすい国土の形

成」を目標に、⚕つの戦略的目標（①東アジ
アとの交流・連携、②持続可能な地域の形成、
③災害に強いしなやかな国土の形成、④美し
い国土の管理と継承、⑤「新たな公」を基軸
とする地域づくり）を採用。

新国土形成計画（2015年。目標年次：2025年）
「対流促進型国土の形成」を目標に、重層的

かつ強靭な「コンパクト＋ネットワーク」と
いう戦略（①ローカルに輝き、グローバルに
羽ばたく国土（個性ある地方の創生等）、②
安全・安心と経済成長を支える国土の管理と

国土基盤、③国土づくりを支える参画と連携
（担い手の育成、共助社会づくり））を採用。

このように同じ全国規模の空間計画ではある

ものの、人口フレームという具体的な国土のビ

ジョンを持って、それを達成するための社会資

本整備にコミットしてきた、第⚔次全国総合開
発計画までの計画と、それ以降の計画では、そ

の性質を大きく異にしている。

2 国土計画の実効性

以下ではまず、新全国総合開発計画と第⚓次
全国総合開発計画が、人口フレームとして示し

た国土のビジョンを達成することができたかを

見てみよう。

図⚑では、新全国総合開発計画で提示されて
いる人口フレームと実績を比較（計画の人口フ

レームが記述した地域の人口シェア－当該目標
年次の地域の人口シェアの実績）することで、

それぞれの計画の達成度合いを記述している。

プラスの領域がシェアという意味で計画が過大

であったことを、マイナスの領域がシェアとい

う意味で計画が過少であったことを意味してい

る。三大都市圏の数値がすべて正の領域にあり、

地方圏の数値がほとんど負の領域にあることか

ら、「地方分散」という趣旨からすれば、新全

総の目標はおおむね達成されたと評価できよう。

図⚒では、第⚓次全国総合開発計画の評価を
行なう。新全国総合開発計画と異なり、関東、

東京圏の数値がすべて負の領域にあることから、

両地域への人口集中の抑制という意味では目標

は達成できなかったと評価できる。一方、同様

の大都市圏であった近畿、大阪圏の目標はほぼ

達成されている。

次に、国土計画で掲げられたビジョンを達成

する有力な手段だと考えられた社会資本整備の

4 季刊 住宅土地経済 2023年夏季号 №129

図⚑ 新全総における地域人口フレームと実績の差異
（1985年）

注⚑）新全総推計⚑は趨勢継続パターン、新全総推計⚒は地
方分散パターンである。
⚒）人口の実績は国勢調査から
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配分についてみてみよう。1960～2014年の動き
を、面積当たりの社会資本ストック量の偏差値

を用いて観察する。傾向を把握しやすくするた

め、下位五分の一の都道府県と上位五分の一の

都道府県の指数を図⚓、図⚔で指数化して記述
している。なお上位五分の一の中から東京都、

千葉県、埼玉県、神奈川県は、異なる傾向を示

すため除いている。

社会資本ストック量の最も低いグループにお

いては、1960年から1970年代の半ばまでに社会
資本ストック量に関する全国的な位置づけを上

昇させる配分が行なわれ、その後逆の方向に転

じていることが観察される。東京圏を除く社会

資本ストック量が最も高いグループでは、1960
年から1970年代にかけて社会資本ストック量に
関する全国的な位置づけを低下させるような配

分が行なわれ、その後逆の方向に転じている都

道府県が多いことが観察される。

なお東京都も東京オリンピックにかけて指数

が上昇するが、その後は1980年代半ばまで指数

が低下する。一方、周囲の⚓県はほぼ一貫して
指数が上昇している。

人口フレームに代表される国土のビジョンを

提示して、それを実現する手段が公共投資など

の配分だと考えれば、大きな方向としての「地

方分散」と整合的な社会資本整備が行なわれて

きたのは、せいぜい1970年代の半ばまでと考え
ることができる。国土計画が実効的であったの

は、1969年に策定された新全国総合開発計画ま
でであるのは、1977年に策定された第⚓次全国
総合開発計画以降は、そのビジョンを実現する
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図⚒ 三全総における地域人口フレームと実績の差異
（2000年）

注⚑）定住人口シェアとは、三全総で地域別定住人口推計と
して示された地域別人口のシェア、封鎖人口シェアとは同
計画で封鎖人口推計として示された人口の地域別シェア。
1985年、1990年、2000年の目標があるが、2000年の目標を
図にしている。
⚒）人口の実績は国勢調査から
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沖縄沖縄沖縄

図⚓ 面積当たり社会資本ストック下位五分の一の都
道府県の偏差値の推移（指数）

注⚑）社会資本ストック推計データ（内閣府）（https: //
www5.cao.go.jp/keizai2/ioj/result/csvver.html）を用いて
都道府県ごと面積当たりの数値を求め、それを偏差値化し
たものを用いている。
⚒）偏差値の下位五分の一の都道府県とは、北海道、岩手
県、秋田県、島根県、福島県、山形県、青森県、長野県、
鹿児島県、宮崎県

図⚔ 面積当たり社会資本ストック上位五分の一の都
道府県の偏差値の推移（指数）

注⚓）社会資本ストック推計データ（内閣府）（https: //
www5.cao.go.jp/keizai2/ioj/result/csvver.html）を用いて
都道府県ごと面積当たりの数値を求め、それを偏差値化し
たものを用いている。
⚔）偏差値の上位三分の一の都道府県とは、京都府、兵庫
県、香川県、福岡県、愛知県、大阪府であり、東京都、千
葉県、埼玉県、神奈川県は除いている。
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社会資本整備配分に関してコミットできていな

いことによるものと考えられる。

3 国土計画の意味

ここで、国土計画の意味について考察してみ

よう。Henderson and Becker（2000）では、
与えられた技術的な環境のもとで、最適規模都

市が自発的に生成していく様子が描かれている。

同時に、政府が特定の都市に対して特別に有利

な技術条件を与えることで、巨大都市を生み出

すことができることについても触れている。こ

のことは、政府は社会資本整備、特に国家公共

財の配分を通じて、巨大都市の出現や都市の縮

小をコントロールすることが可能だと解釈でき

よう。

「国民が合意する」最適な都市規模の分布と

は、効率性の観点のみならず、多様な観点から

の分配上の配慮、災害リスクなどから決定され

るものと考えることができるだろう。その場合、

国土計画とは、国民的な合意を得た「人口配分

の適切な姿」に関して、それを実現する政策の

実施をコミットする手段として位置付けること

ができるかもしれない。さまざまな国土総合開

発計画で示された「国土の均衡ある発展」や

「多極分散型国土の形成」とは、その国家公共

財の配分の背景となる「物語」（narrative）で
あると考えることができる。

そのように考えた場合、「21世紀国土のグラ
ンドデザイン」以降の、人口フレームが示され

ず、大規模な社会資本整備に関する具体的な記

述のない国土計画を、「物語」だけの計画と位

置付けることができよう。このような計画にど

れだけの意味があるだろうか。国民の一定の合

意を受けた「物語」と、それに基づいた国家公

共財配分と紐づいた各種施策のコミットメント

があってはじめて、家計や企業などの期待を変

えたり、その「物語」に沿った行動に誘導した

りすることが期待できるのではないだろうか。

一方、政府が上記のような「人口配分の適切

な姿」を示すことができないというもっともな

前提に立った場合、それを実現するためのコミ

ットメントなどはないほうがいいことになる。

人口フレームや公共投資配分に関する記述を内

容として含む国土総合開発計画が、それを内容

として含まない国土形成計画に変更した背景に

はそのような「もっともな理由」があったのか

もしれない。

4 人口減少時代の国土計画の位置づけ

しかし、人口減少時代には異なった観点から

の検討が必要になるのではないか。人口変化が

Henderson and Becker（2000）で、どのよう
に扱われているかをみてみよう。

まず人口増加という環境下で、一国の都市の

姿がどのように変化するかを検討する。最適規

模の都市のみで構成されている国で人口増加が

起こると、最適人口を上回った都市から企業家、

雇用者が離脱して、別の最適規模の都市が開発

されることになる。逆に、人口減少下において

は、最適人口を下回った都市で構成されている

国は、都市数を減らして最適人口規模を維持す

ることになる。減少率が大きな都市ほど集積の

経済を失うデメリットが大きいため、そのよう

な都市から企業家、雇用者が離脱して、減少率

が低い都市に移住してその最適都市規模が維持

されることになる。このようなメカニズムが機

能するのであれば、何ら政府が介入する余地は

生まれない。

しかし、Glaeser and Gyourko（2001）では
都市は成長方向と比較して、衰退方向で調整速

度が大きく遅くなることが指摘されている。つ

まり、オフィス、住宅、インフラが集まった都

市は耐用年数が高いため、新しい都市が誕生、

成長する場合には短期間で都市の拡大が実行さ

れるが、都市が衰退し、消滅するまでには時間

がかかることになる。

Glaeser and Gyourko（2001）は、米国の都
市の成長率を、前期の成長率に正負の方向で傾

きが異なるスプライン曲線に回帰して示してい

る。都市の成長に影響を与える何等かのショッ
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クがあった場合に、そのショックに短期的に対

応できるならば、前期の成長率と今期のそれに

相関は生まれないが、ショックへの対応に時間

がかかる場合には両期間の成長率に高い相関が

生まれることになる。

表⚑は、Glaeser and Gyourko（2001）と、
同じ手法を日本の都市に適用した中川ほか

（2005）の推定結果を示している。⚒つの表か
ら推測されるのは、成長方向の変化よりも衰退

方向の変化にずっと時間がかかっている実態で

ある。インフラ、住宅の耐用年数の長さのみな

らず、成長都市においては（移動率の高い）若

年人口が増える一方、衰退都市では（移動率の

低い）高齢者が取り残されるため、都市衰退に

は時間がかかるものと考えられる。このように

人口の増減に従った都市数の調整が遅い場合、

最適都市規模と異なる規模で経済活動が行なわ

れるため、厚生上の損失が発生することになろ

う。

また前述のとおり、国民の豊かな生活を支え

るためには、今後日本全体の集積を高めること

が重要であろう。一方、そのことは同時に今人

が住んでいたり、生産活動が行なわれたりして

いる地域を再編することを意味する。現在取り

組まれている空き家対策、スマートシティ、高

齢者へのサービス提供体制の整備は、そのこと

自体にもちろん大きな意味があるが、それ以上

に集積を高める過程で発生する痛みやコストを

低下させる政策として大きな意味を持つものだ

ろう。

政府に最適都市規模を把握する能力がないと

しても、高い確度の将来人口が示されているな

かで、どこに集積を維持すべきかを判断するこ

とは、ずっと可能性の高い作業ではないか。こ

のため、人口減少が中長期的に行きついた先の

ビジョンを示すものとしての人口フレームを実

現するための社会資本整備を行なわない、維持

管理水準を低下させるさまざまな地域振興など

に関する支援を行なわないというコミットメン

トを示す国土計画が求められるのではないだろ

うか。そして、少なくともそれに関する国民的

な議論を行なうことは重要ではないか。

このような議論は、政治的に非常に高いコス

トがかかるため、実現がきわめて困難かもしれ

ない。人口減少が行きついた先の国土のイメー

ジを共有しない限り、緩やかな災害としての人

口減少にわれわれは飲み込まれてしまうという

心配が筆者の杞憂であることを願いたい。

参考文献
Glaeser, E. and J. Gyourko（2001）ʠUrban Decline and

Durable Housing,ʡNBER Working Paper, 8598.
Henderson, V. and R. Becker（2000）ʠPolitical Eco-

nomy of City Sizes and Formation,ʡJournal of Urban
Economics, Vol.48, pp453-484.

中川雅之・橋本岩樹・田中啓一・竹本勝紀（2005）「都
市衰退対策の評価」『地域学研究』第 35巻⚓号、
559～571頁。

人口減少下の国土のビジョン 7

表⚑ 都市成長・衰退の持続性の検証

注⚑）米国は Glaeser and Gyourko（2001）から筆者が要約したもの。
⚒）米国の推定には人口30000人以上都市圏データを使用。
⚓）日本は中川他（2005）から筆者が要約したもの。
⚔）日本の推定には人口⚑万人以上市町村のデータを使用。
⚕）***、**、*はそれぞれ⚑％、⚕％、10％水準で有意。
⚖）括弧内は標準偏差。



今号では、住宅土地経済に直接
的あるいは間接的に大きな影響を
与える要因を分析した⚓本の論文
を掲載している。

◉
⚑つめは、日本の母子世帯が全
国を対象にどのように空間的に集
積しているのかを実証した論文で
ある。2018年の日本のひとり親世
帯の貧困率は 48.3％と、OECD
諸国平均の31.9％より顕著に高い
（OECD Family Database）。子供
の貧困は世界各地の特定の地域に
集積しており、国際的な関心が高
く、貧困対策が重要な政策課題で
あると議論される一方で、貧困地
域で暮らす子供の空間不平等に関
する研究蓄積は、居住地域が子供
の well-being において重要であ
ることや、多くの母子世帯が低所
得地域に集中していることなどを
指摘している。特に、日本は先進
国の中で著しく母子世帯の子供の
貧困率が高く、2000年から2010年
にかけて母子世帯数が約63万から
約76万へ大幅に増加しているが、
母子世帯の空間集積パターンを分
析した研究は少ない。
河端・安部・柴辻論文（「母子
世帯の子供の貧困と空間クラスタ
ー」）は、日本の母子世帯の空間
的集積パターンを分析して、母子
世帯の子供が国内のどの地域に集
積し、2000-2010年の間にどのよ
うに推移して、母子世帯の子供が
どのような地域で増えたのかにつ
いて明らかにしている。
母子世帯では、母親の多くは子
供が乳幼児期にひとり親になって
おり、母親の就業率は高いが、多

くが低賃金・非正規雇用で働くワ
ーキングプアである。子供の乳幼
児期は時空間制約が大きいため、
正規職で働くことや求職活動が難
しい。これがシングルマザーの就
業による貧困脱出を困難にし、ひ
とり親世帯の貧困が固定化する一
要因となっている。
このような状況を踏まえて、政
府は2013年に「子供の貧困対策の
推進に関する法律」を制定し、
2014年閣議決定で子供の貧困の実
態をさらに調査する必要があるこ
と、また2019年有識者会議では子
供の貧困対策の取り組みに地理的
な格差を考慮する必要があること
を提言している。このような背景
から、河端・安部・柴辻論文では、
全国を対象とし、2000年、2005年、
2010年の市区町村パネルデータを
作成し、母子世帯の子供が国内の
どの地域に集積しているかについ
ては Local Moran’s I 統計量を用
いて、母子世帯の子供率と地域の
特徴との関係は空間パネルデータ
モデルを用いて検証している。
実証分析では、⛶母子世帯の子
供は全国の自治体で均一ではなく、
集積地域が存在すること、特に子
供率が高い集積地域は北海道と西
日本に見られること、⛷母子世帯
の年長の子供（⚖-18歳）は年少
の子供（⚖歳未満）よりも特定の
地域に集中する傾向が強く、この
傾向が2000-2010年の10年間で強
まったこと、⛸母子世帯の子供率
は平均所得が低く、転出率の高く、
保育所供給率が低い自治体で上昇
したこと等、多くの知見を得てい
る。特に、母子世帯の子供は所得

の低い自治体に居住する傾向が高
く、貧困世帯への支援の需給に空
間的なミスマッチが生じている可
能性がある。社会的弱者にも最低
限の居住環境を保障することは住
宅政策の役割の一つであり、その
ためにも母子世帯の支援が不足し
ている地域の特定は喫緊の課題で
ある。この観点から本研究の今後
のさらなる発展に期待したい。

◉
⚒つめは、環境性能を示す指標
が集合住宅の不動産価値に及ぼす
効果を実証した論文である。近年、
海外では、環境性能と不動産価値
に関する研究が多数蓄積され、さ
らに SDGsへの取り組みなどの持
続可能な社会の実現に向けた企業
行動がグローバルな共通認識とな
り、不動産の環境性能が賃料等の
経済性に与える影響に着目した不
動産投資を拡大させる動きにつな
がっている。一方、日本では、オ
フィスビルを対象とした環境性能
と不動産価値の関係について検討
した研究は多数あるが、集合住宅
を対象とした同様の研究は少ない。
髙田・吉田・川久保・山口論文

（「環境性能が集合住宅の販売価格
および中古取引価格に与える影
響」）は、環境性能を示す指標と
して CASBEE（建築環境総合性
能評価システム）に着目し、横浜
市内で分譲された集合住宅を対象
として、環境性能評価が新築分譲
価格や中古取引価格に及ぼす影響
を明らかにしている。

CASBEE は戸建や建築物、街
区、都市などの環境性能をさまざ
まな視点から総合的に評価するツ
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ールであり、建築物の環境性能で
評価し格付けする手法で、横浜版
CASBEEは建築物（新築、既存、
改修）を含み、制度が2005年に導
入されて10年以上の運用実績があ
る。分析データはマンションの販
売データを CASBEE横浜で認証
されたマンション物件に建物名称
および位置情報を用いてマッチン
グして作成した485物件を利用し
ている。
実証分析はヘドニックモデルを
採用し、マンションの環境性能や
建物特性などの説明変数で被説明
変数（新築分譲単価や中古価格変
化率）を推定・検討している。
実証分析からは、⛶総合指標

BEE（環境効率）の⚑ポイント
上昇が新築分譲単価を約5.5％上
昇させ、⛷ BEEの⚑ポイント上
昇が中古価格変化率に約1.63％の
プラスの影響を及ぼすことが確認
された。髙田・吉田・川久保・山
口論文は、新築分譲価格と中古取
引価格の⚒面から環境性能と不動
産価値の関係を分析した点に特徴
があるが、分析に用いたデータが
横浜市という限られた地域を対象
としている点は分析結果の一般性
の観点から注意が必要であろう。
しかしながら、環境性能と不動産
価値の関係が明らかになることは
供給者サイドのみならず、需要者
サイドにも有益な情報である。こ
の観点から本研究の今後のさらな
る発展に期待したい。

◉
⚓つめは、民間賃貸住宅の入居
審査に対する差別の存在を検証し
た論文である。社会的弱者にも最

低限の居住環境を保障することは
住宅政策の果たす役割の⚑つであ
り、例えば、弱い立場にある人々
に対して公的住宅が供給されてき
た。しかし、近年は民間賃貸住宅
の担う役割が大きくなりつつある。
日本では借地借家法により借家人
の保護側面が強く、家主が相対的
に弱い立場にある。このため、家
主は入居者の受入時に家賃滞納な
どのさまざまなリスクを勘案して
入居審査を厳しくするインセンテ
ィブを持ち、その結果、一般的な
賃貸住宅の借り手ではないタイプ
の入居希望者は入居を断られる可
能性がある。
鈴木・川井・清水論文（「東京
圏の民間賃貸住宅市場における入
居審査と家賃滞納」）は、東京圏
の民間賃貸住宅市場の入居審査に
おいて、非典型的な入居者に対す
る「差別」の存在を検証している。
鈴木・川井・清水論文は、入居者
レベルの入居審査プロセスや入居
後の家賃滞納記録のデータを利用
して、特徴的かつ独創的に実証し
ている。まず、入居審査時に生じ
る差別を、⛶偏見に基づく差別、
統計的な差別として⛷特定の入居
者タイプで家賃滞納リスクが高い
傾向があるという差別、⛸特定の
入居者タイプで入居を受け入れる
ことに伴う近隣トラブル（高齢者
の孤独死リスクや子育て時の騒音
トラブルなど）などを生じさせる
リスクが高い傾向があるという差
別の⚓分類に整理する。そして、
差別の対象となりうる入居者タイ
プは「住宅双六」に当てはまらな
い世帯構成が非典型的な入居世帯

（単身高齢者、高齢夫婦、シング
ルファザー＋子供、シングルマザ
ー＋子供、未婚カップル＋子供、
その他日本人〈友人と同居等〉、
外国人に区分される世帯）の可能
性が高いと考えて実証している。
実証分析は二段階プロビットモ
デルを採用し、第一段階で家賃滞
納の有無を説明するプロビットモ
デルを推定し、第二段階で入居審
査の結果を説明するプロビットモ
デルを推定・検討している。
実証分析からは、第一段階では
一部の非典型型な入居者（未婚カ
ップル＋子供）を除いて、非典型
的な入居者が単身男性に比べて家
賃滞納の可能性が高いとは言えな
いという結果、第二段階では家賃
滞納の期待確率が高いと入居審査
に通りにくく、経済的合理性を持
った審査が行なわれている一方で、
入所者タイプについて、単身高齢
者、シングルマザー、その他日本
人、外国人といった非典型的な入
居者が支払能力を含めた客観的属
性から推測された家賃滞納への至
りやすさをコントロールしても、
入居審査に通りにくい傾向がある
という結果をそれぞれ得ている。
これらの分析結果は賃貸住宅へ
の入居を希望する世帯が多様化し
ている現代社会では合理的でない
理由から賃貸住宅をスムーズに借
りられない事態が生じていること
を示し、鈴木・川井・清水論文で
は、非典型的な入居者の経済的安
定性を担保できる仕組みづくりが
重要であると指摘している。この
観点から本研究の今後のさらなる
発展に期待したい。 (Ｆ・Ｔ)
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母子世帯の子供の貧困と空間
クラスター
河端瑞貴・安部由起子・柴⁋優樹

はじめに

母子世帯の子供は、国内のどこに集積（クラ

スター化）しているのだろうか？

日本は、先進国の中で著しく母子世帯の子供

の貧困率が高い。OECD Family Databaseによ
ると、2018年の日本のひとり親世帯の貧困率は
48.3％と、OECD 諸国平均の31.9％より顕著
に高い。

貧困は、世界各地で特定の地域に集積してい

る。貧困地域で暮らす子供の空間不平等（spa-
tial inequality）に関しては、膨大な研究蓄積
がある。Wilson（1987）や Cutler and Glaeser
（1997）は、貧困地域やゲットーで育つと子供
の社会的・経済的な成果に負の影響があること

を示している。貧困地域から環境のよい地域へ

の転居が子供の社会経済的成果に与える影響に

ついては、初期の研究では結果が分かれていた

が、最近の研究では社会経済的に有益な影響を

与えることが示されている（Chetty and Hen-
dren 2018; Chyn 2018）。
これらの研究は、居住地域が子供のウェルビ

ーイング（well-being）において重要であるこ
とを示唆している。母子世帯は、低所得地域に

多く居住していることが知られているが、全国

を対象に、母子世帯の子供がどの地域にクラス

ター化（集積）しているかを明らかにした研究

は少ない。そこで本稿では、日本の母子世帯の

子供の空間的な集積パターンを分析した Abe
et al.（2021）を紹介する。

日本では、2000年から2010年にかけて、（母
子以外の世帯員がいない）母子世帯数が約63万
世帯から約76万世帯へと大幅に増加した1)。こ

の10年間を対象期間とし、Abe et al.（2021）
は、次の⚓つの問いを分析している。
⑴母子世帯の子供は、日本国内のどの地域で空
間的にクラスター化しているか？

⑵母子世帯数が増加した2000～2010年の期間に、
母子世帯の子供の空間クラスターはどのよう

に変化したか？

⑶母子世帯の子供はどのような地域で増加した
か？

これらの問いに対して、末子が⚖歳未満と⚖
～18歳で結果に違いが見られるかについても分
析している。

本稿の構成は次の通りである。まず、⚑節で
母子世帯の子供の貧困状況を概観する。⚒節で
分析手法を説明し、⚓節で結果を報告する。⚔
節で結論を述べる。

1 母子世帯の子供の貧困

日本では、10人に⚑人以上の子供が貧困で暮
らしている。国際的に用いられる貧困の指標で

ある「相対的貧困率」（以下、貧困率）は、貧

困線（等価可処分所得の中央値の半分）に満た

ない世帯員の割合を意味する。国民生活基礎調

査による2018年の日本の子供（17歳以下）の貧
困率は 13.5％であり、OECD 諸国平均の
12.8％より高い。
日本の母子世帯の子供は特に高い貧困リスク
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に直面し、約⚒人に⚑人が貧困状態で生活して
いる。OECD Family Databaseが2021年に公表
したデータによると、2018年の日本のひとり親
世帯の貧困率は48.3％と、OECD 諸国の平均
31.9％より約16パーセントポイントも高く、ブ
ラジル（54.8％）、南アフリカ（49.8％）に次
いで⚓番目に高い。ひとり親世帯の大多数は母
子世帯であり、2020年国勢調査ではひとり親世
帯の90％を占める。なぜ、日本の母子世帯の貧
困率はこれほど高いのだろうか。その原因と考

えられる、日本の母子世帯の特徴として以下の

⚓点を指摘する。
第⚑に、日本の母子世帯の母（シングルマザ
ー）の就業率は高いが、多くが低賃金・非正規

雇用で働くワーキングプアである。2020年国勢
調査によると、日本のシングルマザー（他の世

帯員がいない場合）の就業率は82.2％と OECD
平均の71.2％（2019年）より高い（OECD 2020）。
しかし、2021年の「全国ひとり親世帯等調査」
（厚生労働省）によると、就業しているシング

ルマザーのうち正規の職員・従業員は48.8％に
とどまり、派遣社員、パート・アルバイト等の

非正規雇用者が42.4％を占める。厚生労働省の
「2019年国民生活基礎調査の概況」によると、
2018年の母子世帯の平均稼働所得は約231万円
（平均総所得は約306万円）と、子供のいる世帯
全体の平均稼働所得約647万円（平均総所得は
約708万円）の⚒分の⚑未満の水準である。渡
辺・四方（2018）は、諸外国では就労すること
によってひとり親の貧困率が大幅に低下する一

方で、日本ではその低下幅が小さく、就労して

いるひとり親の貧困率が OECD諸国の中で最
も高いことを示している。OECD が2011年に
公表した Doing Better for Families のデータ
（Table 1.3.）を見ると、OECD 諸国の中で唯
一日本のみ、ひとり親世帯の貧困率が、親が就

業していない場合に、親が就業している場合よ

りも、低くなっていた。逆に、OECD 諸国の
大多数では、親が就業していないほうが、親が

就業している場合に比べてひとり親世帯の貧困

率が⚒倍以上高く、日本の特異性がわかる。日
本では、シングルマザーの就業が貧困からの脱

出にさほど寄与していないと考えられる。

日本の母子世帯の特異性は、母子世帯と二人

親世帯の経済格差が大きいことにも表れている。

田宮（2019）は、就業構造基本調査の匿名デー
タを用いて、母子世帯の貧困率（2007年）は母
親が就労していても66.8％と高く、世帯主が就
労している二人親世帯の貧困率8.1％との格差
が極めて大きいことを指摘している。OECD
Family Databaseが2018年に公表した主に2015
年のひとり親世帯の相対可処分所得データを見

ても、日本は OECD諸国の中で最も低く、二
人親世帯との格差が最大水準にある。

第⚒に、日本では、母子世帯の母の大多数が
離別した父親から子供の養育に対する経済的支

援を得ていない。2021年度全国ひとり親世帯等
調査によると、母子世帯の母の54.2％が養育費
の取り決めをしていない。母子世帯の母の過半

数（57％）が養育費を受けた経験がなく、現在
も養育費を受けている割合は28％にとどまる。
いくつかの既存研究は、父親からの養育費の確
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保が母子世帯の貧困削減に寄与することを示唆

している（Bartfeld 2000; Oishi 2013）。しかし
日本では、離別した父親の大半が養育費の支払

い能力があるにもかかわらず、養育費を支払っ

ていない（周 2014）。
第⚓に、母子世帯の母の多くは、子供が乳幼
児期にひとり親になっている。2021年度全国ひ
とり親家庭等調査によると、母子世帯になった

時の末子の平均年齢は4.6歳である。末子が⚓
歳未満で母子世帯となった割合は37.4％、末子
が⚖歳未満で母子世帯となった割合は58.0％と
過半数を占める。子供が乳幼児期は時空間制約

が大きく、若い親は親としての経験や就業経験

に乏しい。母親一人で幼い子供を育てながら安

定した正規職で働き続けたり、安定した仕事を

求めての求職活動をしたりすることが困難であ

ることも、低賃金・非正規雇用で働くワーキン

グプアが多い一因と考えられる。

石井・山田（2009）は、ひとり親世帯の貧困
は一時的ではなく継続的に固定化しやすいこと

を指摘している。貧困が子供のウェルビーイン

グに悪影響を及ぼすことは、多くの研究で示さ

れている。例えば、Nonoyama-Tarumi（2017）
は、日本の母子世帯の子供の教育的不利益の

50％以上が経済的資源の不足で説明されると議
論している。令和⚓年度の全国ひとり親世帯等
調査および学校基本調査結果による2021年度の
子供の大学進学率を見ると、母子世帯の子供は

41.4％と、全世帯の54.9％より低い。日本の母
子世帯は、経済的貧困だけでなく、時間的貧困

も深刻である。田宮・四方（2007）は、日本、
欧州10か国、米国の中で日本のシングルマザー
の仕事時間が最も長く、育児時間が最も短いこ

とを示している。さらに、日本の母子世帯の母

は、既婚の母よりも顕著に労働時間が長く、子

供と過ごす時間が短い（Raymo et al. 2014）。
こうした状況を踏まえ、日本政府は2013年に

「子どもの貧困対策の推進に関する法律」を制

定した。2014年に閣議決定された「子供の貧困
対策に関する大綱」では、ひとり親家庭の子供

を支援が必要な緊急度の高い子供と捉え、子供

の貧困の実態をさらに調査する必要性を強調し

ている。政府の子供の貧困対策に関する有識者

会議は、2019年⚘月の「今後の子供の貧困対策
の在り方について」において、子供の貧困対策

の取組に地理的な格差が広がっていることを指

摘し、子供の将来が生まれた地域に左右されな

いよう、自治体の取組を強化するよう提言して

いる。

一方、子供の貧困対策の地理的格差だけでな

く、支援が必要な子供についても、特定の地域

に多い（少ない）など地理的な差異があると考

えられる。支援を要する子供と支援政策の整備

状況（支援の需給）に、地理的ミスマッチが生

じていることも考えられる。次節では、日本に

おける母子世帯の子供の空間クラスターを特定

し、母子世帯の子供率がどのような地域で高い

のか、分析する。

2 分析手法

2.1 対象地域とデータ
対象地域は全国とする。対象期間は2000～

2010年の10年間とし、2000年、2005年、2010年
の市区町村単位のパネルデータを作成して分析

に用いる。母子世帯の子供については、末子の

年齢別に、⑴母子世帯の子供率（⚖歳未満）、
⑵母子世帯の子供率（⚖～18歳）の⚒つの指標
を用いる。国勢調査データを用いて、母子世帯

に属する当該年齢の子供数を一般世帯の当該年

齢の子供数で除した値とする。すなわち、当該

年齢の子供のうち、どのような割合が母子世帯

に属しているかを示す指標である。

2000年から2010年にかけて、多くの市区町村
の境界が合併や分割等に伴い変更された。そこ

で合併の場合は、合併前のデータを合併後のデ

ータに集計し、合併後の境界を使用した。分割

の場合は、分割後のデータを分割前のデータに

集計し、分割前の境界線を使用した2)。その結

果の市区町村の総数は1852である。この市区町
村の境界は、国土数値情報ダウンロードサービ
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スの行政区域データを使用して作成した。

地域の特徴を表す説明変数としては、市区町

村単位の平均所得、離婚率、転出率、保育所供

給率を用いる。平均所得は、総務省「市町村税

課税状況等の調」の課税対象所得を納税義務者

数（所得割）で除して算出した納税義務者⚑人
当たりの課税対象所得を用いる。離婚率は、既

婚女性1000人当たりの離婚件数として算出する
refined divorce rate（England and Kunz 1975）
を使用する。離婚件数は日経 NEEDSのデータ、
既婚女性数は国勢調査のデータを用いた。転出

率は、転出者数から転入者数を引いた転出超過

数を人口で除した値とする。転出者数、転入者

数、人口は住民基本台帳に基づく日経 NEEDS
のデータから取得した。保育所供給率は、保育

所（認可保育所とへき地保育所）の定員を未就

学児（⚖歳未満）の人口で除した値とする。保
育所の定員は社会福祉施設等調査、未就学児人

口は国勢調査のデータを使用した。

2.2 Global and Local Moranʼs I
母子世帯の子供の空間クラスターの分析には、

Global Moranʼs Iと Local Moranʼs I統計量を用
いる。Global Moranʼs Iは大域的空間的自己相
関の指標であり、以下の⑴式により求める。空
間的自己相関が存在しない（ランダム分布）帰

無仮説の下で、Moranʼs Iの期待値と �スコア

はそれぞれ以下の⑵式、⑶式のように表現され
る。

􀁉􀀽
�

��
�􎨽􎨱�

�
�􎨽􎨱� �􎨬 �

��
�􎨽􎨱�

�
�􎨽􎨱� �􎨬 �􀀨� �􂈒��􀀩􀀨� �􂈒��􀀩

��
�􎨽􎨱􀀨� �􂈒��􀀩􎨲 ⑴

�􀁛�􀁝 􀀽
􂈒􀀱
�􂈒􀀱 ⑵

��􀀽
�􂈒�􀁛�􀁝
� �􀁛�􀁝

⑶

� は母子世帯の子供率、�� は � の平均値、

� �􎨬� は市区町村 �、� 間の空間重み行列の第

（�� �）要素、�は観測数（市区町村数）を表す。

空間重み行列には、隣接（境界の線または頂点

を共有）していれば⚑、そうでなければ⚐の値
をとる queen 型の⚑次隣接行列を用いる。空
間重み行列は行和が⚑になるように標準化する。
統計的有意性は、順列（順列数99,999）に基づ
く擬似 p値により評価する。Moranʼs Iの値は
ほぼ��から⚑の間をとる。Moranʼs I統計量
が有意な場合、Moranʼs Iの値が E［I］より大
きければ正の空間的自己相関を、小さければ負

の空間的自己相関を表す。なお、�が大きいと

期待値（E［I］）は⚐に近い値になる。
Global Moranʼs I統計量が統計的に有意な正
の空間的自己相関（隣接する市区町村で似た

値）を示すとき、空間的にクラスター化してい

ると解釈する。Global Moranʼs I統計量は、対
象地域全体における空間クラスターの有無を示

せるが、対象地域内のどこでクラスター化して

いるかを示すことはできない。そこで次に、

Local Moranʼs I統計量を計算する。
Local Moranʼs I 統計量は局所的空間的自己
相関の指標であり、対象地域内に空間クラスタ

ーが存在する場合、その場所を特定できる。

Local Moranʼs Iの値、期待値、�スコアはそれ

ぞれ⑷式、⑸式、⑹式で表現される。
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Global Moranʼs Iと同様に、空間重み行列に
は queen 型の⚑次隣接行列を用い、行和が⚑
になるように基準化する。統計的有意性は、順

列（順列数99,999）に基づく擬似 � 値により

評価する。Local Moranʼs I 統計量に基づき、
有意水準⚕％（��0.05）で有意な次の空間ク
ラスターおよび空間外れ値を特定する。

・HH（High-High）：高い値の空間クラスター
・HL（High-Low）：高い値が主に低い値に囲
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まれた空間外れ値

・LH（Low-High）：高い値が主に低い値に囲
まれた空間外れ値

・LL（Low-Low）：低い値の空間クラスター
これら空間クラスター・外れ値を地理情報シ

ステム（GIS: geographic information systems）
を用いて地図（Local Moran クラスターマッ
プ）に可視化し、空間パターンと経年変化を分

析する。

2.3 空間パネルデータモデル
母子世帯の子供率と地域の特徴との関係は、

空間パネルデータモデルを用いて分析する。被

説明変数は母子世帯の子供率、説明変数は平均

所得、離婚率、転出率、保育所供給率とする。

モデルに含まれない地域の特徴が説明変数と相

関していると考えられることから、固定効果モ

デルを採用する。まず、比較のために⑺式の非
空間固定効果モデルを推定する。

��􀀽���􀀫�􀀫������� ����� �� � � �� ⑺

ここで、�は時点（年）、��は �（市区町村）単

位の母子世帯の子供率の ���ベクトルである。

��は説明変数の���行列、�は ���行列で

ある。�は時間不変の固定効果、��は時間効果、

��は ���の単位ベクトル、��は誤差の ���

ベクトルである。

次に、⑻式の空間固定効果モデルを推定す
る3)。

��􀀽􀎻���􀀫���􀀫���􀀫����􀀫�􀀫����􀀫��

��􀀽����􀀫�� ⑻

ここで、��は空間ラグをとった誤差の ���ベ

クトルを表す。��は分散 ��でパネルと時間を

横断して独立同一分布（i. i.d.）に従う誤差の
��� ベクトルを示す。� は ��� の空間重

み行列である。このように、⑻式の空間モデル
は、被説明変数の空間ラグ、説明変数の空間ラ

グ、および空間相関のある誤差項を含む。空間

重み行列（�）には queen 型の⚑次隣接行列
を用い、行和が⚑になるように基準化する。
非空間および空間パネルデータモデルの両方

において、被説明変数は母子世帯の年齢別子供

率、説明変数は、平均所得の対数、100で除し
た離婚率（離婚率/100）、転出率、および保育
所の供給率である。離婚率を100で除したのは、
元の値では推定係数が小さすぎるためである。

年ダミー（Y2005および Y2010）と年ダミーと
説明変数の交差項を含めて、母子世帯の子供率

と説明変数の関連の経年変化も分析する。

次節の「結果」の表⚔および表⚕では、各説
明変数について、2000～2010年の期間、および
2000年、2005年、2010年の各年における平均限
界効果を報告する。⑻式の空間固定効果モデル
の係数の推定値は、隣接する市区町村を経由し

て市区町村に戻るフィードバック効果を含むた

め限界効果にならない。そこで、直接効果、間

接効果（スピルオーバー効果）、およびそれら

⚒つを合わせた総合効果を平均限界効果として
計算する。

本稿の分析では、欠損値のあるまたは隣接す

る市区町村（以下、自治体）が存在しない自治

体を除外している（��1801）。表⚑に年別の
記述統計量を示す。
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表⚑ 記述統計量



3 結果

3.1 母子世帯の子供の空間クラスター
表⚒に、2000年と2010年の母子世帯の子供率
の Global Moranʼs I統計量を示す。母子世帯の
子供率の高い（低い）値が統計的に有意にクラ

スター化していることがわかる。

年齢別に見ると、2000年のMoran`s Iの値は、
⚖歳未満が0.379（� 値 �24.738）、⚖～18歳
が0.495（� 値 �32.129）であり、⚖～18歳の
ほうがクラスター化の度合いが強い。2010年に
ついても、同様の傾向が見て取れる。経年変化

を見ると、2000年から2010年にかけて、両年齢
グループの空間クラスター化の度合いが増加し

ている。Moran`s I の値は、⚖歳未満が0.379
（� 値 �24.738）から 0.382（� 値 �24.967）
に、⚖～18歳が 0.495（� 値 �32.129）から
0.507（�値�33.025）に増加している。
図⚑に2000年と2010年における母子世帯の子
供率の Local Moran クラスターマップ、表⚓
に空間クラスター・外れ値別の自治体数を示す。

HH（母子世帯の子供率の高い空間クラスタ
ー）は、北海道と西日本に多いことがわかる。

HL（母子世帯の子供率が主に低い自治体に囲
まれた高い値の自治体）は比較的少なく、主に

本州にまばらに点在している。LL（母子世帯
の子供率の低い空間クラスター）は本州に多い。

LH（母子世帯の子供率が主に高い自治体に囲
まれた低い値の自治体）は比較的少なく、北海

道や西日本に存在する。

⚖歳未満と⚖～18歳の空間クラスター・外れ
値の分布パターンは似ているが、⚖～18歳のほ
うが空間クラスター（HH および LL）の自治
体数が顕著に多い。経年変化を見ると、HHの
自治体数に年齢グループの違いが見られる。⚖
歳未満は166から154に減少したが、⚖～18歳は
212から237に増加している。一方、LLの自治
体数は両年齢グループで増加し、⚖歳未満は
183から209に、⚖～18歳は269から280に増加し
ている。したがって、HHと LLの自治体数の

合計は、⚖歳未満は349から363に、⚖～18歳は
481から517に増加している。この結果は、両年
齢グループとも空間クラスターの度合いが増加

したことを示す Global Moran`s I統計量の結果
（表⚒）と整合する。
両年齢グループとも、2010年に新たに出現し
た HH は、北海道や西日本の既存の HH に地
理的に近い地域に多く見られる。新たな HH
は四国地方にも見られ、2010年に HH がほと
んど存在しなかった高知県に出現している。

3.2 母子世帯の子供と地域要因
表⚔に、母子世帯の子供率（⚖歳未満）の非
空間固定効果モデルおよび空間固定効果モデル

の推定値に基づく平均限界効果を示す。以降で

は、空間固定効果モデルの結果を中心に報告す

る。表⚔上部に示す2000～2010年の総合効果は、
平均所得が低く、転出率の高い自治体で母子世

帯の子供率（⚖歳未満）が高いことを示してい
る。総合効果の値は、母子世帯の子供率（⚖歳
未満）は、平均所得が⚑％増加した自治体で
0.059パーセントポイント下落し、転出率が⚑
％上昇した自治体で0.215パーセントポイント
上昇したことを示している。これらの総合効果

は、間接効果はない（ゼロ）と仮定している非

空間固定効果モデルの直接効果よりも絶対値が
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表⚒ 母子世帯の子供率のMoranʼs I統計量

表⚓ 空間クラスター・外れ値の自治体数



大きい。

平均所得は直接効果、間接効果ともに負で有

意であり、居住地および隣接する自治体で平均

所得が上昇すると、母子世帯の子供率（⚖歳未
満）が減少すること示している。転出率の直接

効果、間接効果はともに正で有意であり、居住
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図⚑ Local Moranクラスターマップ

空間クラスター・外れ値

2000年 2010年

2000年 2010年

HH (High-High)
HL (High-Low)
LH (Low-High)
LL (Low-Low)
非有意
都道府県界

母子世帯の子供率（6歳未満）

母子世帯の子供率（6～18 歳）



地および隣接する自治体の転出率

が上昇すると、母子世帯の子供率

（⚖歳未満）が上昇すること示し
ている。離婚率は直接効果が正で

有意、間接効果が負で有意であり、

母子世帯の子供率（⚖歳未満）は、
居住地の自治体で離婚率が上がる

と上昇し、隣接自治体の離婚率が

上がると低下することを示す。し

かし、両者を合わせた総合効果は

有意ではない。

年別に見ると、転出率の総合効

果、直接効果、間接効果がいずれ

も増大している。2010年の転出率
の総合効果（0.444）は、非空間
固定効果モデルの限界効果

（0.175）より⚒倍以上も大きい。
直接効果（0.174）は非空間固定
効果モデルの限界効果と同程度の

値であるが、間接効果（0.271）
が比較的大きいためである。保育

所供給率の総合効果は2000年では
負で有意であったが、2005年と
2010年には非有意になっている。
表⚕に、母子世帯の子供率（⚖

～18歳）の推定値に基づく平均限
界効果を報告する。表⚓と同様に、
主に空間固定効果モデルの結果に

着目する。空間固定効果モデルの2000～2010年
の総合効果は、平均所得、離婚率、保育所供給

率が低く、転出率の高い自治体で母子世帯の子

供率（⚖～18歳）が高いことを示している。
平均所得の総合効果の値は、平均所得が⚑％
増加すると母子世帯の子供率（⚖～18歳）が
0.088パーセントポイント低下することを示し
ている。平均所得の直接効果と間接効果はとも

に負だが間接効果のみ有意である。離婚率の直

接効果は正で有意だが間接効果は負で有意であ

り、母子世帯の子供率（⚖歳未満）と同様の傾
向が見られる。直接効果は非空間固定効果モデ

ルの限界効果と値が近いが、負で有意な間接効

果を考慮した結果、総合効果が負で有意となっ

ている。転出率の総合効果の値は、転出率が⚑
％増加すると、母子世帯の子供率（⚖～18歳）
が0.205パーセントポイント増加することを表
している。転出率の直接効果と間接効果はとも

に正であるが、直接効果のみ有意となっている。

保育所供給率は直接効果、間接効果ともに負で

有意である。直接効果と間接効果の結果は解釈

が難しいものがあるが、間接効果を考慮した総

合効果は非空間固定効果モデルの限界効果より

も度合いが大きい結果は共通している。年別に
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表⚔ 平均限界効果：母子世帯の子供率（⚖歳未満）

注）*��0.10，**��0.05，***��0.01．括弧内は標準誤差．



見ると、2000年から2010年にかけて、転出率の
総合効果，直接効果，間接効果がいずれも増大

している。

4 おわりに

日本の母子世帯の子供は、全国の自治体で均

等に分布しておらず、空間クラスターが存在す

る。母子世帯の子供率が高い空間クラスター

（HH）は、主に北海道と西日本に見られる。
⚖歳未満と⚖～18歳の年齢別に、母子世帯の子
供率の空間クラスターの分布パターンは似てい

るが、⚖～18歳のほうが空間集中の度合いが強

く、HH の自治体数が多い。
2000～2010年の10年間で、母子世
帯の子供率の HH 数は⚖～18歳
で増加し、⚖歳未満で減少した。
これらの結果から、母子世帯の年

長の子供は年少の子供よりも特定

の地域に集中する傾向があり、こ

の傾向が2000～2010年の10年間で
強まったことが示唆される。

空間固定効果モデルの総合効果

は、平均所得が低く、転出率の高

い自治体で母子世帯の子供率が高

い傾向のあることを示している。

転出率の正の総合効果は、母子世

帯は近隣から遠方に転居する傾向

が他の住民よりも弱いことを示唆

している。

平均所得と転出率の間接効果

（スピルオーバー効果）を考慮し

た総合効果は、非空間固定効果モ

デルの限界効果よりも大きく、自

治体間の空間関係に対処する重要

性を示唆している。しかし、自治

体間の空間関係は地域によって異

なる可能性がある。各地域に適し

た空間重みを用いることができれ

ば、より現実に即した結果を得ら

れるだろう。この点については、

今後の課題としたい。

子供の貧困（child poverty）に対しては、国
際的に関心が高く、貧困対策が重要な政策課題

になっている。日本では、2013年に「子どもの
貧困対策の推進に関する法律」が制定され、子

供の貧困対策としてさまざまな取組みがなされ

てきた。しかし近年、そうした取組みの地域格

差の拡大が指摘されている。財政力のある自治

体では充実した支援施策が提供される一方で、

財政力の乏しい自治体では支援が不足している

可能性がある。本稿で示したように、母子世帯

の子供は所得の低い自治体に居住する傾向があ
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表⚕ 平均限界効果：母子世帯の子供率（⚖～18歳未満）

注）*��0.10，**��0.05，***��0.01．括弧内は標準誤差．



り、貧困家庭への支援の需給に空間ミスマッチ

が生じている可能性がある。本稿で紹介した手

法や結果は、こうした支援の需給の空間ミスマ

ッチや、貧困対策を重点的に行なうべき地域の

特定に役立つと期待する。
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注
⚑）国勢調査データによる。国勢調査の「母子世帯」
は、未婚、死別または離別の女親と、その未婚の20
歳未満の子供のみから成る一般世帯を意味する。
2010年調査から、「母子世帯」のほか、未婚、死別ま
たは離別の女親と、その未婚の20歳未満の子供およ
び他の世帯員（20歳以上の子供を除く）から成る一
般世帯を含めた世帯が「母子世帯（他の世帯員がい
る世帯を含む）」として新規に表章されるようになっ
た。

⚒）2006年に⚒つの異なる既存の自治体に分割された
上九一色村（山梨県）については、基本単位区の人
口で加重した数値を既存の自治体に合算した。

⚓）非空間モデルおよび空間モデルにおいて変量効果
モデルも推定したが、いずれのモデルでもハウスマ
ン検定の結果は固定効果モデルを支持した。変量効
果、固定効果ともに空間モデルの空間項の Wald 検
定は有意水準⚑％で有意であり、空間依存性を考慮
する重要性が示唆された。
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環境性能が集合住宅の販売価格および
中古取引価格に与える影響 CASBEE横浜の評価

結果を用いた実証分析

髙田秀之・吉田好邦・川久保俊・山口歩太

はじめに1)

ESG経営への関心の高まり、SDGsへの取組
みなど、持続可能な社会の実現に向けた企業行
動がグローバルな共通認識となっている。海外
では不動産の環境性能が賃料等の経済性に与え
る影響に着目し、不動産投資を拡大させる動き
（UNEP FIP Working Group 2014）がみられる
が、これらの投資行動の背景には、環境性能と
不動産価値に関する多数の研究蓄積がある
（Watson 2011）。建築物の環境性能を「見える
化」しその経済価値を明らかにすることが、市
場メカニズムを通じた環境配慮型の不動産（以
下、環境不動産）の普及につながるということ
である。
米国では、LEED2)や Energy Star3)といった
環境認証に着目した研究が行なわれており、
Eichholtz et al.（2010）は LEED認証で5.8％、
Energy Star認証で2.1％の賃料プレミアムが
生じていると発表している。また、Fuerst and
McAllister（2011）は、LEED認証ビルについ
て賃料プレミアムが⚕％程度、取引価格のプレ
ミアムは約30％あると推計している。
わが国においても、オフィスビルを対象とし
た複数の研究が発表されているが、海外に比べ
て研究の蓄積は十分ではない。既往研究として
は、環境認証の有無が賃料に及ぼす影響を示し
た吉田・大西（2015）や、環境認証が賃貸収入
や水道光熱費に与える影響を検証した青木ほか
（2017）が発表されている。また、伊藤ほか
（2016）は、CASBEEのラベリング有無やスコ

アの高さおよび知的生産性への貢献度が、オフ
ィス賃料に与える影響を定量化している。
一方、集合住宅を対象として、個々の環境性
能と経済的価値の関係を分析した研究は少ない。
植田（2007）は消費者の費用負担感を、梶塚・
有田（2018）は不動産価格構造分析をそれぞれ
行なっている。環境性能の水準と市場価値の関
係性に着目したものとしては、吉田・清水
（2010）が東京都マンション環境性能評価書の
データを用いて新築分譲価格への影響を検証し
ているが、類似の研究事例はあまりみられない。
本研究では、環境性能を示す指標として

CASBEE（建築環境総合性能評価システム）
に着目し、横浜市内で分譲された集合住宅を対
象に CASBEE横浜4)の環境性能評価の高さが、
分譲価格や中古取引価格（変化率）に及ぼす経
済的な影響を実証的に明らかにし、環境不動産
への投資の優位性を示すことを目的とする。

1 研究方法

1.1 分析対象データ
本研究では、横浜市内で2006年⚑月以降に竣
工した集合住宅（分譲マンション）を分析対象
とした。CASBEE横浜は2005年の制度導入か
ら10年を越えているため、市場においても一定
の認知がある制度として運用されているものと
考えられる。
分析では、まず、1964年以降、主要都市のマ
ンション販売データを蓄積している有限会社エ
ム・アール・シー社の分譲マンションデータベ
ースより、マンションの販売データを抽出した。
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このデータベースの販売価格は、分譲価格（売
出し価格）である。
建物名称および所在地の地図情報等を照合し
マッチングを行なった結果、485件のマンショ
ンデータが整理できた。これらデータの要約統
計量を表⚑、CASBEE構成要素の概要を表⚒
に記した。

1.2 分析データの時系列変化
まず、分析対象期間における分譲価格および

CASBEEスコアの推移について確認した。図
⚑は CASBEEの主要項目の数値の推移を示し、
表⚓は2006年と2018年の数値比較をしている。
分析対象の13年間で総合指標の BEE値の変動
幅は大きくないが、2006年と2018年の比較では
⚘％程度向上している。

BEE は Q（環境品質）を L（環境負荷）で
除したものであり、図⚑および表⚓より、この
間の BEE値の上昇は Q値（＝分子）ではなく、
L値（＝分母）の改善が寄与していることがわ
かる。
また表⚓より、Q 値の下落は Q-3値（室外
環境）の悪化が主要因であり、L 値の改善は
LR-3（敷地外環境）が寄与していることが読
み取れる。この背景としては、表⚓の比較でわ
かるように、総戸数が変わらないなか、敷地面
積が65％に縮小している、すなわち敷地狭小化
の下で「室外環境」（Q-3）が悪化しているこ
と、環境配慮型技術の導入による CO2削減等
などが「敷地外環境」（LR-3）の改善につなが
っているためであると推察される。

1.3 分析方法
本研究の主題である「環境性能のマンション
価格等への経済的な影響」を検証するために、
（A）環境性能の各スコアがマンション新築分
譲単価に及ぼす影響、（B）環境性能の各スコ
アがマンション中古価格変化率に及ぼす影響を、
下記のヘドニック・モデル5)により分析した。
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表⚑ 分析対象データの要約統計量

表⚒ CASBEE評価項目の概要（大項目）



🄐 新築分譲単価への影響
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�� �：マンション �の販売価格（万円）
�� �：マンション �の床面積（/坪）
� �：マンション �の環境性能（CASBEE
指標の各スコア）

� �
�：マンション � の建物特性（� 番目の
特性）

� �
�：マンション � の地域特性（� 番目の
特性）

� �
�：マンション � の立地特性（� 番目の
特性）

� �
�：マンション � のその他の特性（� 番
目の特性）

� �：誤差項

🄑 中古価格変化率への影響
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����：マンション � の中古取引単価（/
坪・万円）

����：マンション � の当初販売単価（/
坪・万円）

� �：成約までの期間（年）
※右辺は⑴式と同じ。

上記モデルは、目的変数を🄐「新築分譲マン
ションの分譲単価」および🄑「中古マンション
の⚑年当たり価格変化率」としている。なお、
この「中古価格変化率」については、時間経過
の影響（経年劣化等）を考慮し、「中古取引単
価－当初分譲単価」を「当初分譲単価」で除し
た後、新築から中古取引までの期間を年間換算
した数値で除することで⚑年間当たりの価格変
化率とした。また、説明変数の選択は、既往研
究（吉田・清水 2010；国土交通省 2010）を参
考に抽出し、さらに大手不動産会社のマンショ
ン開発担当者等の市場精通者にヒアリングを行
ない、CASBEE の各スコア、建物特性、地域
特性、立地特性などの変数候補を抽出した6)。
分析に採用する説明変数の選択については、
まずステップワイズ法により、BIC最小となる
までの変数を選択した。さらに説明変数間の多
重共線性を検証するため VIF（Variance Infla-
tion Factor）を確認するとともに、Spearman
の順位相関係数7)により相関係数±0.7超の説
明変数を排除し、上記推計モデルの説明変数を
決定した。目的変数は表⚔に、最終的に選択し
た説明変数は表⚕にそれぞれ記載した。

2 新築分譲価格への影響

2.1 CASBEEスコア「BEE値」と分譲価格に
関する分析

前節の🄐のモデルにより推計した結果のうち、
まず環境性能の総合評価である BEE値を組み
込んだ推計結果を示す。なお、分析は統計解析
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図⚑ CASBEE各スコアの推移（Q，Lは右軸）

表⚓ CASBEE主要項目の平均スコアの推移



ソフト JMP8)を利用した。推計結果は表⚖の
通りで、モデルのフィッティングは、RMSE =
39.23、R2=0.40であった。
各説明変数の予測プロファイルを確認したが、
推計された内容は、予測された結果と整合的で
あった。なお13の説明変数のうち、⚕％水準で
統計的に有意な変数は10であり、標準偏回帰係
数を確認すると最も影響が大きい項目は「近隣
の公示地価」であり、次いで「バス利用ダミ
ー」、「最寄り駅からの徒歩分数」であった。

BEE値が⚑ポイント上昇すると、販売単価
が11万6000円高くなるという推計結果は平均的
なマンションの価格においては、約5.5％に相
当する。この CASBEEスコア（BEE値）の影
響は、建物の規模をはじめ、建物特性や地域特
性・立地特性、デベロッパーや建設会社などの
効果をすべてコントロールしたうえでのもので
ある9)。

2.2 その他の CASBEE スコアと分譲価格に関
する分析

続いて、「BEE 値以外」の CASBEE 構成要
素である Qや Lなどの分譲単価への影響につ
いての検証を行なった。具体的には合計⚙つの
モデル式によって、各環境スコアが販売単価に
及ぼす影響を推計した。その結果は表⚗の通り
である。各推計式のフィッティングは、R2が
0.40～0.44の水準であった。また、⚕％水準で
統計的に有意な環境指標は BEE、L、LR-1の
⚓つであった。
これらの変数のうち個別の環境性能について
は LR-1（エネルギー）の影響が大きいことが
わかった。具体的には、LR ⚑の値が⚑ポイン
ト上昇することで販売単価が10万5000円程度高
くなると推計され、この金額は平均的なマンシ
ョンにおいて約5.0％に相当するものである。
エネルギー性能の高い住宅は、水道光熱費等の
ランニングコストの低減につながり、居住者に
おいても効果が理解しやすい環境性能であるこ
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表⚔ ヘドニック・モデルの目的変数

表⚕ ヘドニック・モデルの説明変数

表⚖ 推計結果（販売価格への影響：BEE値）

注）目的変数：平均坪単価（10, 000円 / 坪）。Estimation
RMSE =39.23, R2=0.40, p-value ＜.0001。*、**、***はそれ
ぞれ10％、⚕％、⚑％水準で統計的に有意。



とにも注目したい。
環境効率やエネルギー等の環境性能の高さが
建物の経済性に有意な影響を与えているという
ことが実証されたが、この結果をもって「環境
性能の高さが経済的に評価されている」と結論
づけることはできない。しかしながら、❞環境
性能を高めるために、デベロッパーは追加的な
投資を行なっており、そのコストが分譲単価の
上昇につながっているということ、❟結果とし
てマーケット（購入者）がその価値を認めて売
買が成立しているということ、を推察すること
は可能である。

3 中古価格変化率への影響

3.1 CASBEEスコア「BEE値」と中古価格変
化率に関する分析

中古価格変化率の分析にあたっては、まず対
象とする中古取引データの設定と収集を行なっ
た。一般に中古マンションの取引が増えるのは
築⚕年以上であるため、分譲時期（築⚕年以
上）および分析ボリューム（分譲戸数）の関係
から分析対象を設定した。検討の結果、2007年
および2008年に新築分譲されたマンション（80
棟、1万3172戸）を対象として、この80棟のな

かで、築⚕年目以降⚖年間に仲介取引のあった
住戸（計1022戸）の取引データを収集した。成
約価格のデータは、国土交通省大臣指定の公益
財団法人 東日本不動産流通機構（東日本レイ
ンズ)10)より取得した。
前出の🄑のモデルにより CASBEEスコアの
影響を推計した。環境性能の総合評価である
BEE値を組み込んだ推計結果は表⚘の通りで
ある。モデルのフィッティングは、RMSE =
0.0136、R2=0.63であった。
環境性能の影響についての推計結果は、

BEE値が⚑ポイント上昇することで、⚑年当
たり中古価格変化率に約1.63％のプラスの影響
を与えるというものであった。
なお分析対象マンションにおいては、⚑年間
当たりの平均価格変化率は�1.868％であった。
この変化率（下落率）は想定より低いものであ
ったが11)、その理由は横浜市内の中古マンシ
ョン（70㎡換算）の価格が、2012年から2018年
にかけて約20％上昇している12)ため、市場の

24 季刊 住宅土地経済 2023年夏季号 №129

表⚗ 推計結果（販売価格への影響：その他の値）

注）目的変数：平均坪単価（10,000円 /坪）。Estimation R2

=0.40～0.44, p-value ＜.0001。*、**、***はそれぞれ10％、
⚕％、⚑％水準で統計的に有意。

表⚘ 推計結果（中古取引価格への影響：BEE値）

注）目的変数：平均価格変化率（/年）。RMSE =0.0136 R2=
0.63 p-value ＜.0001。*、**、***はそれぞれ10％、⚕％、⚑
％水準で統計的に有意。



価格上昇が経年劣化等による下落分をカバーし
た結果であると推察される。

3.2 中古価格変化率の推計結果の考察
CASBEE 評価は、BEE の値に応じて C

（BEE値＜0.5）、B�（BEE値：0.5以上、1.0
未満）、B�（BEE値：1.0以上、1.5未満）、A
（BEE 値：1.5以上、3.0未満）S（3.0≦ BEE
値）の⚕つに格付けされる。BEE値0.5ポイン
トで⚑ランク上がる仕組み（A ランクまで）
になっているため、ここでは BEE 値が0.5ポ
イント変化した場合の影響を検討した。
分析対象マンションの BEE値の平均は1.27

（CASBEE B� 評価）である。ここで BEE 値
が0.5ポイント上昇すると BEE 値は1.77（A
ランク評価）となる。なお、BEE 値 �0.5ポ
イントによる価格変化率への影響は�0.815％
（1.63％の1/2）となる。
図⚒は、① BEE 値が平均的なマンション

（⚑年当たり価格変化率�1.868％）と② BEE
値が0.5ポイント高いマンション（⚑年当たり
価格変化率�1.053％）をｎ年後に売却した場
合の差損額（坪単価）推移およびその際の差損
額の差（棒グラフ）をグラフ化したものである。

⚒節での検証結果より、BEE値が0.5ポイン
ト高いマンションは、新築分譲時の販売単価
（円／坪）が⚕万8240円（11万6480円の1/2）高
くなるが、図⚒に示されるように、⚔年目には
①と②の売却差損額の差が、⚖万6014円となり、
新築時の価格差を超えている。また、この価格
差は期間が長くなるほど大きくなるため、将来
的な売却を考慮した場合、CASBEE スコア
（BEE値）の高いマンションを購入したほうが
経済的に有利である（資産価値が高い）ことが
推定された。

おわりに

2006年以降に分譲された CASBEE横浜認証
マンションを対象として、環境性能が新築分譲
価格および中古取引価格に及ぼす影響を、ヘド
ニック・アプローチを用いて分析した。まず、

新築分譲価格については、平均的なマンション
において総合指標である「BEE（環境効率）」
の値が⚑ポイント上昇すると、販売単価が約
5.5％高くなることが検証された。
中古取引価格については、「BEE」値⚑ポイ
ントの上昇は、⚑年当たり中古価格変化率に約
1.63％のプラスの影響を与え、中古価格のシミ
ュレーションの結果、将来的な売却（資産価
値）を考慮した場合、環境性能の高いマンショ
ンを購入することは経済的にも有利であるとい
うことが確認された。
本研究では、分譲住宅を対象として、「新築
分譲価格（売り出し価格）と中古取引価格（成
約価格）の⚒面から分析・考察を行ない、また、
新築分譲においては CASBEEの各評価項目に
着目して、環境性能の水準と経済的価値の関係
を分析したが、これらは既往研究にはみられな
いものである。しかしながら、本研究は、横浜
市内のマンションを対象としたものであり、限
定的な地域において得られた結果であることに
留意されたい。今後、CASBEE データが蓄積
された暁には、本研究の普遍性についての追加
的な検証が望まれる。
また、供給者サイドだけではなく、需要者の
側から環境性能に関するニーズや支払い意思等
の調査を行ない、購買行動における環境性能評
価の位置づけや、供給者と需要者それぞれが重
視する環境性能の差異を明らかにすることも今
後の課題である。関連研究をすすめることで、
環境不動産の更なる普及につながる環境性能評
価のあり方や開示方法の検討などの研究を行な
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図⚒ 中古取引価格と売却時価格差（/坪）
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う必要がある。
このような研究成果を、不動産マーケットに
関わる多くの当事者や広く消費者に周知するこ
とで、環境性能の高い建物の普及につながるこ
とを期待したい。

注
⚑）本稿は Takada, Yoshida, Kawakubo, and Yama-

guchi（2021）の日本語要約である。
⚒）米国グリーンビルディング協議会によるグリーン
ビル認証

⚓）米国環境保護局によるエネルギー認証プログラム。
⚔）横浜市においては2005年⚗月以降、2000㎡以上の
建築物の建築主に対し、建築計画時に「CASBEE横
浜」による自己評価の届出を義務付け、2006年度か
らは横浜市による認証制度として普及を図っている。
評価結果は横浜市のホームページで公表され、販売
または賃貸を目的とする場合、「建築物環境性能表
示」を広告上に掲載することが義務付けられている。

⚕）ある商品の価格をさまざまな性能や機能の価値の
集合体（属性の束）とみなしてモデル化し、統計学
における回帰分析の手法を利用して商品価格を推定
するもの。

⚖）説明変数においては、マンション供給主体や建設
会社の信用力等が販売価格に与える影響をコントロ
ールするために、デベロッパーダミー、ゼネコンダ
ミーという変数を設定した。前者は「メジャー⚗」
といわれる住友不動産・大京・東急不動産・東京建
物・野村不動産・三井不動産レジデンシャル・三菱
地所レジデンスに東京急行電鉄、横浜市住宅供給公
社を加えた⚙社を、後者は「スーパーゼネコン」と
いわる竹中工務店・清水建設・大林組・大成建設・
鹿島建設の⚕社を設定した。

⚗）今回挙げた変数は正規分布に従わなかったため、
ノンパラメトリックな手法である Spearmanの順位
相関係数（Spearmanʼs rank correlation coefficient）
を用いた。

⚘）JMPは SAS Institute Inc.が提供する統計解析ソフ
トウェアである。本研究では、JMP Pro 14を利用し
ている。

⚙）分譲価格データを分析するにあたり、不動産市場
の変化（市況）を考慮する必要があった．このため、
市況を反映する土地価格の影響を排除することを企
図し、説明変数に分譲年度の地価公示価格を組み込
むこととした．これにより、不動産市況の影響も一
定程度コントロールできていると考えられる。

10）宅地建物取引業法に基づき国土交通大臣に指定さ
れた、指定流通機構の一つであり、通称 REINS（レ
インズ）と呼ばれている。

11）公益財団法人東日本流通機構が発表している「築
年数から見た首都圏の不動産流通市場（2018年）」に
よる中古マンション平均成約価格の比較から計算し

た場合、年間下落率は、3.18％となっている。
12）三大都市圏・主要都市別／中古マンション70㎡価
格年別推移（18年・年間版）、2019.1.24、ウェブサ
イト：https: //www. kantei. ne. jp/report/c2018. pdf
（2019-4-9参照）
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東京圏の民間賃貸住宅市場における
入居審査と家賃滞納
鈴木雅智・川井康平・清水千弘

はじめに

あらゆる人々に住まいの安全を保障すること

は住宅政策の果たす役割の⚑つであり、社会的
に弱い立場にある人々に対して公的住宅が供給

されてきた。しかし近年、日本や欧州諸国では、

公的住宅からシフトし民間賃貸住宅の担う役割

が大きくなりつつある。

民間賃貸住宅に居住する場合、賃貸借契約を

結ぶ前に入居審査を通過する必要がある。オー

ナーは入居者の受け入れに伴い、家賃滞納リス

クや、その他にも近隣トラブル等のリスクを負

うこととなる。とりわけ日本では、借地借家法

による普通借家契約の下では、入居後に強制的

に退去させたり家賃を引き上げたりするのは難

しく、入口である入居審査を厳しくするインセ

ンティブがありうる。とりわけ、受け入れに伴

う正確なリスクの把握が難しいことから、一般

的な賃貸住宅の借り手ではないタイプの入居希

望者は入居を断られる可能性がある。

本稿では、東京圏の民間賃貸住宅市場の入居

審査において、非典型的な入居者に対する「差

別」の存在を検証した Suzuki, Kawai, and Shi-
mizu（2022）を紹介する。入居者レベルでの
入居審査プロセスや入居後の家賃滞納記録のデ

ータを利用している点が特徴である。なお、こ

こでの「差別」は既往研究で用いられている

「discrimination」の訳語であり、必ずしも客観
的な根拠のない偏見だけでなく、受け入れに伴

うリスクをふまえたオーナーの合理的な行動の

結果として、入居を断られることも含んでいる。

既往研究では、入居審査プロセス・家賃滞納

記録のデータを利用して、賃貸住宅市場におけ

る差別の実態を明らかにした研究はほとんどみ

られない。賃貸住宅市場においては実験的研究

（experimental study）・監 査 研 究（audit
study）によるアプローチが主流であり、掲載
物件の空き状況に関する問い合わせや内見申し

込みの段階（実際に契約を結ぶ以前の段階）を

中心に、氏名等の個人情報の違いによって受け

付けてもらえるかどうかを実験・調査するもの

である。欧米の研究が中心であり、差別の対象

は移民・人種上のマイノリティとなることが多

い（Ahmed and Hammarstedt 2008; Baldini
and Federici 2011; Bosch et al. 2010; Carlsson
and Eriksson 2014; Hanson and Hawley 2011;
Hellyer 2021）。
一方で、持ち家の住宅ローンの審査プロセス

については、実際の審査データを分析する研究

も多くみられる。将来、ローンの借り手が延滞

やデフォルトに陥る可能性を考慮しており、ロ

ーン承認・否認の別（Ladd 1998; Munnell et al.
1996）だけでなく、近年はリスクに応じたロー
ン金利の調整（プライシング）が行なわれるよ

うになっている状況（Agarwal et al. 2011;
Ghent et al. 2014）が分析されている。米国の
研究が中心であり、差別の対象はやはり移民・

人種上のマイノリティとなる。

以下、⚑節では分析枠組みを提示し、⚒節で
はデータの概要と基本傾向を整理する。⚓節で
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は分析手法を、⚔節では分析結果を示
す。⚕節では結論と今後の課題を整理
する。

1 分析枠組み

1.1 差別の種類
賃貸住宅市場の入居審査において生

じうる差別は、次の⚓つに分類される。
⚑つ目は、客観的な根拠に乏しい、偏見に基づ
く差別（taste-based discrimination）と呼ばれ
るものである。

偏見に基づく差別と対になる概念として、統

計的差別（statistical discrimination）があり、
入居者が当該グループ（入所者タイプ）の平均

的な特性を持つと仮定した際に、オーナーにと

って合理的な行動の結果として生じるものであ

る。これはさらに⚒つに分かれ、「特定の入居
者タイプで家賃滞納リスクが高い傾向」をふま

えた否認が⚒つ目の差別として分類され、「特
定の入居者タイプでその他リスクが高い傾向」

（入居を受け入れることに伴う近隣トラブルの

可能性等）をふまえた否認が⚓つ目の差別とし
て分類される。

1.2 差別が生じる段階
家賃保証会社（入居審査を実施する）・オー

ナー・不動産会社は、ある程度一体となって、

何らかの差別を行なうインセンティブがある。

すなわち、家賃滞納が生じると、家賃保証会社

が補填する必要があるし、オーナー・不動産会

社にとっても、近隣との長期的関係・ブランド

価値の維持のために不要な入居者トラブルを避

けたいという思惑がある。審査が緩い（厳し

い）とトラブル（空室）が増加するというトレ

ードオフを考慮し、審査基準が調整されている

と考えることができる。

入居審査の位置づけを図⚑に整理する。入居
希望者は不動産会社に対して入居申込を行なう。

不動産会社は、⒤オーナーから事前に入居者タ
イプに関する希望を受けており、⛷オーナーの

希望を考慮したマッチングを行なったうえで、

家賃保証会社に入居審査を依頼する。不動産会

社は、⛸家賃保証会社から入居審査結果の報告
を受けると、⛹オーナーと協議し入居を受け入
れるかどうかの最終決定を行なう。本来、差別

はこの⚔つのいずれの段階でも生じうるが、
Suzuki, Kawai, and Shimizu（2022）の分析は
⛸の段階で生じる差別に限られるため、実際の
差別を過少評価している可能性は残る。賃貸住

宅市場における従来の実験的研究・監査研究は、

不動産会社による入居者の誘導という点で、⛷
の段階で生じる差別を中心に検証していること

となる。すなわち、Suzuki, Kawai, and Shimi-
zu（2022）では、⛷の段階を通過した入居希
望者を対象に、⛸の段階になって入居を断られ
るかどうかを検証している。

1.3 差別の対象となりうる入居者タイプ
日本では、持ち家取得に至るまでの期間に賃

貸住宅に居住することが一般的であり、こうし

た賃貸住宅の居住層ではない場合に「非典型

的」な入居者として捉えられる可能性がある。

すなわち、単身男性、単身女性、未婚カップル、

夫婦、夫婦＋子供（子供を持つ夫婦）の世帯と
いった若年世帯については、住宅すごろく

（property ladder）において最終的に持ち家を
取得するまでの間に賃貸住宅に居住している

「典型的」な世帯とみなすことができる。

これに当てはまらない世帯が「非典型的」な

世帯であり、ここでは単身高齢者、高齢夫婦、

シングルファザー＋子供、シングルマザー＋子
供、未婚カップル＋子供、その他日本人（友人

28 季刊 住宅土地経済 2023年夏季号 №129

入居希望者

入居申込

オーナー 不動産会社 家賃保証会社

ⅳ最終決定

ⅰ入居者タイプ
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図⚑ 入居審査の位置づけ



と同居等）、外国人に区分した。なお、サンプ

ル数の確保の観点から、申請者の年齢が50歳以
上の場合を「高齢」とみなすこととした。

これらの世帯は、家賃滞納リスクが高いこと

や、オーナーにとっての受け入れリスクが高い

ことによって、入居審査において差別を受ける

可能性がある。例えば、単身高齢者には孤独死

の可能性があるとの懸念を持たれるかもしれな

い（一方で、高齢夫婦には孤独死の可能性は低

いといえる）。シングルマザーの場合は、子供

の面倒を適切にみることができず、近隣トラブ

ルに発展するという懸念を持たれるかもしれな

い（一方で、シングルファザーの場合は、配偶

者との死別等の諸事情によるもので十分な支払

能力があることも多く、この懸念を打ち消すか

もしれない）。子供がいる未婚カップル、その

他日本人（友人と同居等）、外国人の場合は、

異なる生活時間帯・騒音、異なる生活習慣・文

化等の観点から懸念を持たれるかもしれない。

2 データと基本傾向

Suzuki, Kawai, and Shimizu（2022）では、
アールエムトラスト株式会社より提供された、

賃貸住宅の入居審査・家賃滞納データを分析し

ている。東京圏（東京都、埼玉県、千葉県、神

奈川県）を対象とし、期間は2012～2018年であ
る。本データセットには、入居審査の対象のう

ち、一部の入居者のサブサンプル（特定の不動

産会社の物件）について家賃収受状況が記録さ

れている。

ここで、「家賃滞納」が生じた状態を、入居

後⚒～12か月目において「⚒か月分以上の家賃

を滞納している状態」と定義する。入居月の滞

納や⚑か月分の滞納は、意図的ではなく不注意
によることが多く比較的生じやすいが、ただち

に支払いが行なわれオーナーにとっては深刻な

問題とはならないことが多いためである。なお、

オーナーは、家賃滞納が生じ最終的に回収不能

になる事態を最も懸念しているが、それは短期

的にはほとんど起こらないため、今回用いたデ

ータにおいて観察するのは難しい。

入居者（入居審査の申請者）の属性情報とし

て、入居者タイプ、支払能力、住所間距離（勤

務先・物件・転居前の住所間の関係を示すもの

で、転居の信憑性を表す）、賃借費用に関する

変数に着目する。特に支払能力については、月

収が家賃の何倍あるかを表す月収 /家賃比率、
雇用形態が非正規雇用等の不安定なものである

かどうか、現在の勤務先での勤続年数、これま

での入居審査での否認履歴・家賃滞納履歴・信

用情報での問題を有するかどうかといった項目

を利用する。

表⚑に基本統計量を示す。入居審査の通過率
は82％、家賃滞納率（⚒か月分）は1.6％とな
る。非典型的な入居者は、入居審査通過率が低

いが、家賃滞納率が高いとは限らないことがう

かがえる。例えば、シングルマザー＋子供では、
入居審査の通過率は69％と低いものの、家賃滞
納率は1.7％にとどまる。また、支払能力が低
いと、入居審査通過率が低いが、家賃滞納率が

高いとは限らないことがうかがえる。例えば、

月収/家賃比率が⚒倍未満の場合、入居審査の
通過率は55％と低いものの、家賃滞納率は
0.9％にとどまる。
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表⚒に入居者タイプ・支払能力間の相関を示
す。非典型的な入居者は、支払能力が低い傾向

にあることがうかがえる。例えば、シングルマ

ザー＋子供では、月収/家賃比率が⚒倍未満の

割合が16％と高く（平均値は⚘％）、雇用形態
が不安定な入居希望者の割合は33％（平均値は
12％）と高くなっている。
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表⚑ 基本統計量（変数の平均値、入居審査通過率・家賃滞納率）

表⚒ 入居者タイプと支払い能力との相関



3 分析手法

持ち家の住宅ローンの審査プロセスを分析す

る研究では、将来の延滞・デフォルトの可能性

を考慮する⚒段階の分析が進められている。こ
こでは、Ghent et al.（2014）にならい、次の⚒
段階のプロビットモデルを用いる。

⚑段階目として、家賃滞納の有無を説明する
次のプロビットモデルを推計する。

������ ������ ������ ��

������������ ������ ��

�� ���������� �

����� ��, ⑴

ここで、被説明変数������ ��は、世帯 �およ

び時点 �について、滞納ありの場合に⚑を滞納
なしの場合に⚐をとる二値変数である。説明変
数として、�� ��は入居者タイプ、����は支払

能力、�� ��は住所間距離、����は賃借費用に

関する変数群であり、���, ���, ���, ���は対応す

る係数である。� �は都県の固定効果、��は時

点（四半期）の固定効果、� ��は誤差項である。

⚒段階目として、入居審査の結果を説明する
次のプロビットモデルを推計する。

���� ������ ������� ���

�� ������ ��

����������

�� ������ ��

�� ��������

�� ������ �� ⑵

ここで、被説明変数 ���� ��は、世帯 �および

時点 �について、審査通過の場合に⚑を否認の
場合に⚐をとる二値変数である。説明変数とし
て、� ������� ���は家賃滞納の期待確率であり、

⑴式をもとに推計したものである。⑴式と同様
に、�� ��は入居者タイプ、����は支払能力、

�� ��は住所間距離、����は賃借費用に関する

変数群であり、���, ���, ���, ���は対応する係数

である。� �は都県の固定効果、��は時点（四

半期）の固定効果、� ��は誤差項である。

⑵式において入居者タイプ �� ��の係数が負

で有意であれば、何らかの差別があることにな

る。すなわち、支払能力を含めた客観的属性か

ら推測された「家賃滞納への至りやすさ」をコ

ントロールしても、入居審査に通りにくいとい

える。なお、支払能力 ����は、例えば、低所

得の入居者は水道光熱費等を滞納しトラブルに

なると想定されている等、家賃滞納確率では説

明されないメカニズムを捉える。

家賃滞納の期待確率 E ������� ���については、

⑴式に基づく⚒通りの推計を行なう。⚑つ目は、
入居者タイプ �� ��を説明変数に用いて推計す

る場合である（方法①）。最も正確な予測値が
得られ、ここでは主な結果として報告する。審

査側が「入居者タイプに基づき家賃滞納リスク

を推計する」想定であり、日本では合法である。

このとき、入居者タイプの係数（⑵式）は、入
居者タイプに基づく家賃滞納リスクを除いたも

のとなる。⚒つ目は、入居者タイプ �� ��を説

明変数から除外して推計する場合である（方法

②）。審査側が「入居者タイプに基づかず家賃
滞納リスクを推計する」ことを想定するもので

ある。このとき、入居者タイプの係数（⑵式）
は、入居者タイプに基づく家賃滞納リスクを含

むこととなる。

入居者タイプ �� ��の係数が、これら⚒通り
の家賃滞納確率の推計で大差なければ、家賃滞

納リスクに基づく統計的差別は限定的であると

いえる。すなわち、偏見に基づく差別に加え、

家賃滞納以外の観点からの受け入れコスト（近

隣トラブル等）を反映した統計的差別と解釈で

きる1)。

4 分析結果

表⚓に分析結果を示す。列⑴は、家賃滞納の
プロビットモデル、列⑵は、家賃滞納の期待確
率を方法①で推計した場合の入居審査のプロビ
ットモデル、列⑶は、家賃滞納の期待確率を方
法②で推計した場合の入居審査のプロビットモ
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デルである。

4.1 家賃滞納
列⑴において推計された係数をみると、入居
者タイプについて、非典型的な入居者は単身男

性に比べ家賃滞納の可能性が高いとはいえない

ことがわかる（未婚カップル＋子供に限り家賃
滞納に至りやすい結果となっている）。また、

シングルファザー＋子供は家賃滞納に至りにく

く、シングルマザー＋子供については特段の傾
向がみられない。これは、単身男性が単身女性

に比べて家賃滞納に至りやすいことと比べて対

照的である。

支払能力については、月収/家賃比率が低い
とむしろ家賃滞納に至りにくいことがうかがえ

る。現時点の収入よりは、長期的な安定性（雇

用形態、勤続年数）が重視されているといえる。
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4.2 入居審査
列⑵・列⑶の推計結果に大差はなく、ここで
は列⑵において推計された係数に着目する。家
賃滞納の期待確率が高いと入居審査に通りにく

く、経済的合理性をもった審査が行なわれてい

ることがうかがえる。

入所者タイプについて、単身高齢者、シング

ルマザー、その他日本人、外国人といった非典

型的な入居者は、支払能力を含めた客観的属性

から推測された「家賃滞納への至りやすさ」を

コントロールしても、入居審査に通りにくい傾

向にある。
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注）列⑴の家賃滞納モデルは⑴式に基づいており、被説明変数は滞納ありの場合に⚑を滞納なしの場合に⚐をとる二値変数である。列⑵・⑶
の入居審査モデルは⑵式に基づいており、被説明変数は審査通過の場合に⚑を否認の場合に⚐をとる二値変数である。家賃滞納モデルの関
数形に基づき家賃滞納の期待確率を推計するにあたり、列⑵の入居審査モデル①では入居者タイプを含むすべての説明変数を利用するのに
対し、列⑶の入居審査モデル②では、入居者タイプのみ説明変数から除外する（すなわち、入居者が単身男性であると仮定する）。係数
（標準誤差）および限界効果を示しており、有意水準は *** ⚑％、** ⚕％、*10％である。
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支払能力が低いと、入居審査に通りにくい傾

向にある。すなわち、月収家賃比率が低い（も

しくは、月収家賃比率が標準的な水準でない）、

雇用形態が不安定・勤続年数が短い、入居審査

での否認履歴・家賃滞納履歴・信用情報での問

題を有する場合、入居審査に通りにくいといえ

る。

合理的でないと考えられる転居では、入居審

査に通りにくい傾向にある。すなわち、通勤距

離が極端に長い・短い、同じコミュニティ内で

の転居、転居により通勤距離が増加するといっ

た場合、入居審査に通りにくいといえる。

賃借費用の低い住宅ほど、入居審査に通りに

くい傾向にある。すなわち、家賃が低く、敷金

なしの場合（オーナーにとってリスクを減らす

敷金をなくしている分、入居審査を厳しくする

と捉えられる）、入居審査に通りにくいといえ

る。なお、家賃が極端に高い場合は入居者が将

来支払えなくなる可能性があるため、入居審査

に通りにくくなっていると考えられる。

ここで、家賃滞納確率 � ������� ���の推計方

法を②に変更（列⑶）しても、推計方法①の場
合（列⑵）と比べ、入居者タイプの係数につい
て大差はないことが確認される。よって、家賃

滞納リスクに基づく統計的差別は限定的である

といえる。偏見に基づく差別に加え、家賃滞納

以外の観点からの受け入れコストを反映した統

計的差別であると解釈できる。これは、入居者

タイプは家賃滞納リスクに大きく影響しない

（列⑴の家賃滞納モデルを参照）ことによる。

4.3 サンプルセレクションバイアスに係る検討
実際には、入居審査で否認された世帯は、家

賃滞納に至るかどうか観察されないというサン

プルセレクションが生じているが、表⚓におい
てはこれを明示的に考慮していない。そこで、

Suzuki, Kawai, and Shimizu（2022）では、⚑
段階目を入居審査モデル、⚒段階目を家賃滞納
モデルとしたサンプルセレクションモデル

（Heckit Probit）の推計を行なっている。なお、

分析サンプルは、入居申込をした世帯のうち、

もし入居審査に通った場合はアールエムトラス

ト株式会社によって家賃収受状況が記録される

世帯に限定している。ここでは、少なくとも入

居者タイプの係数には大きな違いはみられず、

サンプルセレクションバイアスの問題は顕著で

はないとの結論が得られた。すなわち、表⚓に
示すモデルを用いて差し支えないことが確認さ

れた。

5 おわりに

本稿では、東京圏の民間賃貸住宅市場での入

居審査において、非典型的な入居者に対する差

別（discrimination）の存在を検証した Suzuki,
Kawai, and Shimizu（2022）を紹介した。入居
審査プロセスや入居後の家賃滞納記録データを

利用しており、欧米を中心とした掲載物件の空

き状況等に関する実験的研究・監査研究とは異

なる、新しいアプローチである点が特徴である。

単身高齢者、シングルマザー、外国人等の非典

型的な入居者は、支払能力を含めた客観的属性

から推測された「家賃滞納への至りやすさ」を

コントロールしても、入居審査に通りにくいこ

とが明らかとなった。これは、偏見に基づく差

別に加え、家賃滞納以外の観点からの受け入れ

コスト（近隣トラブル等）を反映した統計的差

別と解釈できる。一方、家賃滞納リスクに基づ

く統計的差別は限定的であった。また、極端に

短い・長い通勤距離、転居による通勤距離の増

加、同じコミュニティ内での転居といった合理

的でないと考えられる転居や、賃借費用の低い

住宅では、入居審査に通りにくい傾向がみられ

た。

これらの分析結果は、賃貸住宅への入居を希

望する世帯タイプが多様化する現代社会におい

て、賃貸住宅をスムーズに借りられない事態が

少なからず生じていることを示している。家賃

滞納以外の観点からの受け入れコストを反映し

た統計的差別は、オーナーの視点に立てば仕方

のない側面もある。しかしながら、仮に受け入
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れに伴うリスクを過大に捉えて偏見が生じ、そ

れに基づく差別の部分が大きいならば（Suzuki,
Kawai, and Shimizu 2022では明確に測定できて
いない）、抑制が求められるところである。ま

た、家賃滞納リスクに基づく統計的差別は限定

的であるものの、家賃滞納リスク自体は入居を

断られる要因であるので、非典型的な入居者の

経済的安定性を担保できる仕組みづくりは重要

である。実際には、機関保証制度を導入してい

ない賃貸住宅（個人による保証人制度）や定期

借家が、非典型的な入居者の受け皿となってい

る可能性があり、こうした市場の考慮は今後の

課題としたい。

また、実際には、家賃設定を通した差別も起

こりうる。ただし、入居者タイプによらず掲載

家賃のまま契約することが多いとすると、こう

した差別は少ない可能性も十分に考えられる。

しかしながら、敷金や、各種割引を行なわない

ことを通した調整は生じうるため、今後の課題

として分析を深めていくことが求められる。

なお、入居審査の申請者だけでなく世帯全員

に関する情報や、預金残高や職種等の詳細情報

を利用したモデルの精緻化、景気変動に伴う審

査基準の変化の分析、保証会社や扱う物件タイ

プによる審査基準の違いの分析等も、今後の研

究課題として残されている。
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注
⚑）賃貸住宅市場では、オーナーは長期間にわたり賃
借人を受け入れることとなるため、家賃滞納リスク
やその他の受け入れに伴うリスクの両者に基づいて
統計的差別を行ないうる。オーナーにとって、前者
のリスクは観察できるが後者のリスクは観察できな
い。よって、その他の受け入れに伴うリスクに基づ
く統計的差別と偏見に基づく差別との間の区別はで
きないこととなる。例えば、「シングルマザーは、子
供の面倒を十分に見ることができず周囲に迷惑をか
けてしまう」という懸念がある場合、これを実際の
リスク（これが統計的差別をもたらすが、この大き
さをオーナーは定量的には把握できていない）より

過大なリスクとしてオーナーが感じている場合、そ
の超過分が偏見に基づく差別であるといえる。一方、
住宅ローンを組む売買市場では、オーナーと賃借人
の長期的関係はなく、売り手は買い手と一度売買を
行なうのみである。よって、ローンの返済が滞るリ
スクのみが統計的差別につながり、それ以外は偏見
に基づく差別が残るのみとなる。
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障害者と公的住宅居住
Chakraborty, J., T. W. C. Collins and S. E. Grineski（2023）ʠDisability and Subsidized Housing
Residency: The Adverse Impacts of Winter Storm Uri in Metropolitan Texas,ʡDisability and Health
Journal, Vol.16(2), 101403.

はじめに

これまで、自然災害や公衆衛生上の緊急事態は、

障害者に多大な悪影響を及ぼすことが明らかにされ

てきた。例えば、Van Willigen et al.（2002）は、ア
メリカで発生した⚓つハリケーンによる被害に着目
した結果、障害者に対して避難に関する有益な情報

や指示が伝わっていなかったことがわかったとして

いる。また、日本の東日本大震災に着目した Brit-
tingham and Wachtendorf（2013）は、障害者が滞
在していた避難所には有益な情報や物的資源へのア

クセスに障壁があり、マットやトイレを利用できな

い障害者が多かったことを指摘している。

また、アメリカの連邦政府補助金付き住宅などの

公営住宅の居住者は、こうした災害などの影響を受

けやすく、他の住宅の居住者と比べて健康状態も悪

いことが知られている。Chakraborty et al.（2021）
は、2017年に米国テキサス州で発生したハリケーン
による浸水の影響が補助金付き賃貸住宅に居住して

いる世帯で深刻であったことを明らかにし、補助金

付き賃貸住宅が洪水などの被害に対して脆弱な地域

に偏っている可能性があることを指摘した。

一方、こうした補助金付き賃貸住宅に居住してい

る障害者世帯が他の住宅に居住している障害者世帯

と比べて、自然災害などの緊急事態でどのような悪

影響を受けているのかは検証されてこなかった。そ

こで、本稿で紹介する Chakraborty, Collins and
Grineski（2023）（以下、本論文）は、2021年⚒月
に米国テキサス州で発生した大寒波「ユーリ」（以

下、ユーリ）による被害が、米国住宅都市開発省

（Housing and Urban Development: HUD）の補助
金付き賃貸住宅に居住する障害者世帯と他の住宅に

居住する障害者世帯で差があるのか検証している。

【米国都市開発省（HUD）補助金付き賃貸住宅】

HUDの補助金付き住宅（以下、HUD支援住宅）

は、定義上、低所得世帯のみが利用できる。HUD
支援住宅には、公営住宅、住宅選択バウチャー

（Section 8）、プロジェクト型賃貸支援（Section 8）、
高齢者支援住宅（Section 202）、障害者支援住宅
（Section 811）などがある。これらの HUD 支援住
宅は、低所得であることが前提であるが、それぞれ

運営方法や居住するための基準などは異なっている。

公営住宅は、地方の公営住宅当局が所有および運

営する住宅団地であり、資金や運営支援は連邦政府

が行なっている。一方で、住宅選択バウチャーやプ

ロジェクト型賃貸支援は、賃貸住宅市場を通じて契

約するために、公営住宅と比べて引越しなどをしや

すい特徴がある。

高齢者支援住宅プログラムは、身体の弱い高齢者

を含む、低所得層の高齢者のための支援住宅であり、

高齢者が自立した生活を可能にするためのリハビリ

テーションなどのオプションを提供するプログラム

である。このプログラムの対象者は、62歳以上の人
が少なくとも⚑人はいる低所得世帯である。障害者
支援住宅プログラムも、高齢者支援住宅プログラム

と似ており、低所得な障害者向けの支援サービス付

き賃貸住宅への居住の支援を行なうものである。こ

のプログラムは、適切な支援サービスを受けられる

賃貸住宅を補助することで、障害者が地域で自立可

能な生活をできることを支援する。

【大寒波「ユーリ」】

ユーリは、アメリカテキサス州において、2021年
⚒月10日から20日まで続いた記録的な大寒波であり、
テキサス州の多くの群で記録的な低温に見舞われた。

この影響で、州最大の電力網運営会社（Electric
Reliability Council of Texas；ERCOT）は電力供給
を制御できなくなり、500万人以上が電気にアクセ
スすることができず、テキサス州全体の69％以上が
停電し、49％が水不足に陥った。ユーリによる経済
的損失は1300億ドル（USD）で、死者は少なくと
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も州全体で111人となった。

方法

本論文では、2021年⚗月にテ
キサス州の住民に実施した電話

調査によって収集したデータを

用いている。電話調査はテキサ

ス州の⚘つの都市圏統計地域
（Metropolitan Statistical Areas:
MSA)1)を構成する群から無作
為に抽出された住民に英語とス

ペイン語で35分間行なった。電
話調査は、民間の調査会社に所

属するプロのバイリンガルイン

タビュアーが行なっている。抽

出方法は、携帯電話を持ってい

る 18歳以上の成人から、各
MSAの人口に比例する形でラ
ンダムサンプリングしている（�􀀽􀀱􀀹􀀶􀀴）。参加者

は、ランダム・デジット・ダイヤルで選ばれ、

HUD支援住宅に居住している人をオーバーサンプ
リングしている。対象者1764人のうち、協力率は
50.8％（896人）であった。このうち、障害の有無
や連邦政府から補助を受けている住宅／補助を受け
ていない住宅の居住に関する調査項目に回答しなか

った106人を除いた790世帯（有効回答率44.8％）を
最終サンプルとした。

本サンプルに含まれる障害者世帯の⚘つのMSA
における分布は、2020年アメリカ地域調査（Amer-
ican Community Survey: ACS）の⚕年推計に基づ
く、MSAにおける障害者の全体分布とほぼ同じで
あった2)。表⚑に示すように、最終サンプルの790
世帯のうち、355世帯（45％）が障害者を含み、そ
のうち96世帯（27％）が HUD支援住宅に居住して
いた。

表⚑には、ユーリの悪影響を表す従属変数が示さ
れている。最初の⚓つの変数は、飲料水の提供や煮
沸消毒の勧告を受けていた給水勧告期間、自宅の停

電期間、ユーリの期間に経験した自宅室内の最低気

温である。その他、復旧していないを⚐、完全に復
旧したを10とする災害復旧の認知度、このユーリの

期間やその直後に経験した有害体験について16項目
の二項変数を総和した有害体験を使用する。

独立変数には、世帯に障害者がいるかどうか、

HUD支援住宅への居住、およびいくつかの社会人
口学的なコントロール変数を含めている。また、調

査回答者全員の住所情報に基づきジオコーディング

を行ない、地域の平均気温からの偏差と ERCOT
送電網の利用の有無の⚒つの変数3)を含めている。

本論文では⚒つの大きな分析を行なっている。⚑
つ目は、二変量解析として障害者のいる世帯といな

い世帯で、ユーリの悪影響を示す従属変数の独立標

本�検定である。⚒つ目は、一般化線形モデルをク
ラスタ化データに対応させるために拡張した一般化

推定方程式（GEE）を用いている。
GEEでは、「ユーリの影響が障害者のいる世帯と
いない世帯で異なるのか」と「HUD支援住宅に住
む障害者世帯とそうでない世帯で影響に差があるの

か」という⚒つのリサーチ・クエスチョンに答える
ために、⚒組のモデルを使用している。⚑つ目のモ
デルには、世帯に障害者がいるかどうかを主要な独

立変数としている。⚒つ目のモデルには、障害者が
いる世帯を HUD支援住宅に居住しているかどうか
で分けて分析している。各被説明変数とモデルにつ
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表⚑ 使用した変数の記述統計量

注）本論文の Table 1から一部抜粋して掲載している。有害体験は二項選択による16の
個別の有害体験を総和したものである。個別の有害体験には、健康状態、家族状況、
COVID-19の影響、医療アクセスなどがある。独立変数には、表⚑の他にも、世帯
に高齢者（65歳以上）、人種・民族（ヒスパニック、非ヒスパニック黒人、その他非
ヒスパニック少数民族）がいるのかのダミー変数、回答者の女性ダミー変数、世帯
収入カテゴリ（⚑が $10,000以下、10が $250,000以上の⚑～10までのカテゴリ）が
ある。



いては、独立モデル基準の準尤

度に基づき、統計的に最も適合

する GEE 仕様を選択した4)。

すべてのモデルは、居住地の

MSAと住宅ストックの年代中
央値によるクラスタリングをコ

ントロールしている。これらの

モデルは多重共線性の影響を受

けていないことが示された。

結果

表⚒は、障害者世帯と非障害
者世帯の差について �検定を用

いて測定した結果である。ここ

から、障害者世帯は非障害者世

帯と比べて、給水勧告期間、停

電期間が有意に長く、最低気温

が有意に低いことがわかる。ま

た、障害者世帯は、ユーリから

の災害復旧の認知度は低く、非

障害者世帯よりも1.6倍ほど有
害体験が多いことがわかる5)。

表⚓は GEEの推定結果を示
している。ステージ⚑とステー
ジ⚒ともに社会人口学的要因、環境的要因をコント
ロールした結果であり、標準誤差は地理的な条件

（MSA）などでクラスタリングしている。ステージ
⚑では、障害者の有無と HUD支援住宅への居住の
有無をそれぞれ独立でモデルに含めてユーリの影響

を推定している。その結果、障害者世帯は、非障害

者世帯と比べて、給水勧告期間と停電期間が長く、

最低気温が低いことが明らかになった。また、ユー

リからの災害復旧の認知度は低く、より多くの有害

体験をしていることがわかった。障害者がいるかい

ないかにかかわらず、HUD支援住宅に居住してい
る場合でも、給水勧告期間や停電期間が長くなるこ

と、有害体験が多くなることが明らかになった。

ステージ⚒では、障害者のいる世帯を細分化し、
障害者世帯で HUD支援住宅に居住している世帯と
HUD支援住宅に居住していない世帯の影響を推定
した。HUD支援住宅に居住する障害者世帯では、

給水勧告期間と停電期間が長く、ユーリからの災害

復旧の認知度は低く、有害体験が多いことが明らか

になった。HUD支援住宅に居住していない障害者
世帯でも、ユーリからの災害復旧の認知度が低く、

有害体験が多かった。その一方で、HUD支援住宅
に居住している障害者世帯では、給水勧告期間や停

電期間では非障害者世帯と有意な差はみられなかっ

た。ただ、室内の最低気温は、HUD支援住宅に居
住していない障害者世帯において有意に低いことが

わかった6)。

結論と考察

本論文は、電話調査を用いた調査データを用いて、

大寒波「ユーリ」によって HUD支援住宅に居住し
ている障害者世帯への悪影響を明らかにした。その

結果、障害者のいる HUD支援住宅に居住している
世帯では、災害によってより深刻な被害を受けてい
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注）本論文の Table 2から t検定の結果のみ抜粋して掲載している。個別の有害体験の
二項変数については z検定を用いている。

表⚒ 世帯の障害状況別のユーリの影響の比較

注）本文 Table 3から主要変数のみ抜粋している。括弧内は p値である。p値はすべて
両側で、Wald Chi-Square検定に基づいている。GEEモデルは、給水勧告と停電期
間の推定では、構造化されていない相関行列を用いた対数リンクによる Tweedie分
布、最低気温と災害復旧の認知度の推定では、独立した相関行列を用いた対数リン
クによる正規分布、独立した相関行列を用いた対数リンクによる Tweedie分布であ
る。

表⚓ ユーリの悪影響に関する多変量一般化推定の結果



たことがわかった。つまり、HUD支援住宅に居住
している障害者世帯は、障害者であることに加えて、

HUD 支援住宅に居住していることで「二重の危
険」を経験していた可能性があることを示唆する。

以上の結果は、世帯の障害状況や補助の対象住宅

の居住状況に基づく災害の悪影響の格差について、

重要な実証的な洞察を示すことができた。その一方

で、その限界についても考慮することが必要である。

第一に、本分析で使用した調査はユーリから約⚕カ
月後に実際されたため、回答者の中には思い出すこ

とが難しい人もいたかもしれない。第二に、障害者

については障害の種別や重さが異なるため、均一に

評価することは難しい。そのため、障害者世帯の影

響は HUD支援住宅への居住・非居住と同様に比較
することはできなかった。今後の研究では、障害の

種別に関する追加調査データを活用し、特定の障害

によって自然災害などの公衆衛生上の緊急事態の影

響の差は検証する予定である。

本論文は、障害者が HUD支援住宅という連邦政
府の補助金付き賃貸住宅に居住することで、災害な

どの被害がより深刻になる可能性を明らかにした。

障害者は一般的に就業が難しく、非障害者と比べる

と貧困に陥りやすい。そのため、HUD支援住宅な
どは、障害者が地域での自立生活するためには必要

な政策であり、本論文が示した結果は、今後の支援

政策を考える上で非常に重要な結果を示している。

一方で、本論文の分析結果には⚒つの注意すべき
点がある。⚑つ目は、本論文の分析は他の影響をコ
ントロールしたうえで、障害者世帯、HUD支援住
宅居住世帯、そして、その両方の世帯を比較したも

のであり、それぞれの因果効果を明らかにしたもの

ではないということである。⚒つ目は、サンプルセ
レクションなどの内生性の問題があるため、⚑つ目
の問題と重なるが、世帯に障害者がいることで、あ

るいは HUD支援住宅に居住することで、災害の被
害が深刻になるわけではないということである。今

後、⚒つの問題も考慮したうえで分析を行なう際は、
自然実験となりうる政策などの利用、傾向スコアな

どを用いてサンプルセレクションの問題に対処する

ことなどが考えられる。

注
⚑）ダラス・フォートワース、ヒューストン、サンアン
トニオ、オースティン、マッカレン、エルパソ、ボー
モント＝ポート・アーサー、ラボックの⚘つの都市圏
を意味する。

⚒）本論文における障害者世帯とは、米国国勢調査局
（US Census Bureau’s）ACSの非施設者層の障害特性
を明らかにするための質問に基づき、回答者または他
の同居者が深刻な聴覚、視覚、認知、歩行、セルフケ
ア、自立生活に困難を感じている世帯を指す。

⚓）地域の平均気温からの偏差は、高解像度高速リフレ
ッシュレーダーデータに基づき、各世帯の住宅所在地
で2021年⚒月10日から20日の間に発生した最低気温を
求め、それを各 MSAの2月の平均最低気温から差し
引くことで算出した。

⚔）独立モデル基準の準尤度は、赤池情報量基準を拡張
したモデル選択基準であり、最適な相関構造を選択す
る。こうしたモデル選択から、モデルに対する分布お
よびリンク関数を指定する。選択したモデルについて
は、表⚓の注に示されている。

⚕）具体的には、障害者のいる世帯は、胃腸の病気、食
料不足、生活費の不足、劣悪な生活環境、命の危険、
家族との離別が有意に多かった。その他にも、処方箋、
医療サービスへのアクセス、快適な睡眠場所、適切な
飲料水、トイレ、交通手段がないことがわかった。

⚖）本論文では触れていなかったため、表3でも割愛し
たが、65歳以上の居住者がいる世帯では、ステージ1
とステージ2においても障害者のいる世帯とは異なり、
ユーリからの悪影響はほとんど確認できなかった。特
に、ユーリの期間やその直後における有害体験は、65
歳以上の居住者のいる世帯は有意に少ないことが示さ
れていた。
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近年は使い捨てカメラの「写ルン
です」（富士フイルム）や中古のフ
ィルムカメラが若者を中心に人気を
博しているようである。
このような前時代の写真が好まれ

る理由の一つに“エモいʡといった
表現がよく用いられる。“エモいʡ
という表現はエモーショナルが語源
で、「人やものが感情に訴える」や
「感情に動かされやすいさま」を表
すようである。実は私もフィルムで
写真を撮る魅力に駆られた一人であ
るが、現代のデジタルカメラやスマ
ートフォンで撮る写真は手軽に撮影
して確認でき、とてもよく写る。し

かしながら、フィルムで撮った写真
は現像されるまでうまく撮れている
か分からず、ハラハラさせられ、大
事な旅の写真であったならば気が気
ではない。それでも、現像から上が
ってきた写真を見ると、旅の楽しさ
が再び思い出され感傷に浸れるので
ある。
現代は目覚ましい技術の進歩によ

って、より便利で効率的な世の中に
変化している。しかしながら、われ
われは不便さや手間暇をかけるとい
う非効率なことをしばし好み、そこ
から得られる楽しさを見出している
のかもしれない。 (Ｙ・Ｍ)

編集後記

◉調査研究成果のご案内「定
期借地権事例調査」

http://www.hrf.or.jp/webreport/

公益財団法人日本住宅総合セン
ターでは、1994年以降、自主研究
の継続調査として、定期借地権付
住宅の分譲事例についてデータの
収集と集積を行ない、データベー
スを構築・更新するとともに、事
例データの系統的分析を遂行して
きた。

2009年度調査より、データ利用
の利便性と速報性を重視して年⚒
回（前期、通年）、これまで報告
書に掲載してきた図表類および集
約表などを日本住宅総合センター
のホームページ（http: //www.
hrf.or. jp/）上で紹介しており、
2023年⚓月末現在、最新の調査成
果として2022年度における事例集
を掲載している。
なお、本調査研究においては、
定期借地権制度と個人・世帯の住
宅取得ニーズとの関連性を追究す
る視点から、調査開始以来一貫し
て分譲事例の動向把握を主眼とし

ているため、近年急増している定
期借地権付住宅の賃貸事例につい
ては調査対象外となっている。

1993年⚒月の定期借地権付住宅
第⚑号の発売から、2023年⚓月31
日までの間に収集した事例数は、
戸建て住宅とマンションを合わせ
た総数で6870件、⚕万9882区画
（戸）にのぼる（戸建て住宅6088
件、⚓万2606区画、マンション
782件、⚒万7276戸）。
以下、最新年度である2022年度

（2022年⚔月～2023年⚓月）に収
集された物件の特徴を簡単に紹介
する。

2022年度における戸建て住宅の
収集事例数は、80件131区画で、
前年度（65件135区画）と比べ15
区画の増加となっている。都道府
県別の戸建て住宅発売区画数は、
第⚑位は愛知県の102区画、第⚒
位は京都府の12区画、次いで第⚓
位は兵庫県の⚕区画で、収集され
た事例の約78％が愛知県となって
いる。前年度までの傾向同様、愛
知県での収集事例が過半数を占め
ている。また土地面積については、
最大面積が200㎡を超える事例は

80件中38件と全体の約48％であり、
2011年以降比較的小規模な物件の
シェアが大きい傾向が続いている。
マンションの収集事例数は24件

1148戸である。前年度の24件739
戸と比較すると、⚑件当たり戸数
は約31戸から約48戸となり、⚑件
当たりの販売戸数は増加している。
⚑件当たり戸数は2016年度に約85
戸であったが、翌年度以降は
20~50戸の間で推移しており、定
期借地権付き新築マンションの小
規模傾向は継続している。都道府
県別マンション発売戸数は、第⚑
位が東京都の574戸、第⚒位が大
阪府の222戸、次いで第⚓位が兵
庫県の125戸であった。また今回
収集した24件のうち、マンション
別の最大専有面積の平均は
85.95㎡であった。
本調査は調査方法の特性により、
定期借地権活用動向の全体像を把
握するための資料としては制約が
伴うものの、分譲住宅事例の地域
分布および建物の種別や規模等の
実態を検証するうえで有用なデー
タセグメントであると考えられる。
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